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はじめに
オーストリア＝ハンガリー帝国軍の一兵士として第１次世界大戦を戦った
アレクサンダー・グラナハは，終戦で東部戦線からウィーンに帰還し，武装
解除委員会に赴く。前線兵士だった者には，そこで助言と援助が与えられる
ことになっていた。ところがその窓口でグラナハは，あなたはもうオースト
リア人ではない，と言われたのである。「｢だけど私は，オーストリアのため
に４年間戦ったんですよ｡」私は抗議した。「ええ」と係官は言った。「大変お
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気の毒には存じますが，それはまったく間違いだったってことでして｡」「私
は勲章ももらったし,捕虜の身から脱走してきたのですよ／Ⅱお気の毒です
が，まったくの間違いがおかされたってことでして／Ⅱじゃあ，私が英雄死
を遂げていたとしたら」と，私は彼に尋ねた。「お気の毒ですが，それもまっ
たく間違いだったってことになりましょう｡」「何たることだ。少なくともこ
の最後の間違いをやらかさなくてよかったよ｡」私は係官を怒鳴りつけ，ウク
ライナ政府のできたてほやほやの領事館に行った(1)｡｣東ガリツイアの村で生
まれたグラナハは，ここでウクライナ人の身分証明書を交付される。しかし
ウクライナから「オーストリア」兵士にたいして，援助が与えられるはずも
なかった。
これは，ドイツ語，イディッシュ語俳優として知られたグラナハが，自伝
「人間が行く」の中に記したハプスブルク帝国崩壊直後の悲喜劇である。
1914年夏に始まった第１次世界大戦は，1918年11月３日，オーストリア＝
ハンガリーと連合国との停戦成立によって終了した｡640年間続いた多民族国
家ハプスブルク帝国は，ついに諸民族の後継諸国家へと分裂する。予想外に
長引いた戦争で国土は疲弊し，人々は疲労困懲していたが，それでもポーラ
ンド人やチェコ人は，民族自決の喜びをかみしめた。帝国の支配民族から－
小国の国民に成り下がらねばならないドイツ人には，その感激はない。とは
いえ帝国議会のドイツ人議員もまた，停戦に先立つ10月21日，ニーダーエス
ターライヒ州議会場で暫定国民議会を開催し，ドイツオーストリアの創設を
決議する。そして11月12日には，社会民主党のカール・レンナーを首相とす
る国家評議会により，共和国宣言「ドイツオーストリアの国家および政治形
態に関する法律」が発布された。
ハプスブルク帝国の消滅と同時に，旧帝国臣民の国籍はいったん白紙にも
どる。そして民族自決の原則にもとづき，ポーランド人はポーランド国民に，
チェコ人やスロヴァキア人はチェコスロヴァキア国民に，そしてドイツ人は
ドイツオーストリア国民になるのだといわれる。だがユダヤ人はどうなるの
か。戦後ポーランド領となったガリツィアや，チェコスロバキア領となった
ベーメン，メーレンで，ドイツ語を話しドイツ系を自認していたユダヤ人は，
希望すればドイツ人の国家ドイツオーストリアの国民になれるのか。それと
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も出身地の帰属先にしたがって，機械的にポーランド国籍やチェコスロヴァ
キア国籍となり，そこでドイツ・ユダヤ系少数民族として生きてゆくことに
なるのか。いずれにせよユダヤ人の国民国家は存在しないのである。
ユダヤ人はポーランド人やチェコ人と異なり，歴史的帰属権を主張できる
ような土地をもたず，共通の民族語ももたない。旧帝国の130万ユダヤ人は，
さまざまな民族の土地で，さまざまな民族と共生してきた。ユダヤ人は，そ
の存在のあり方によって姑息な民族主義を超越する。それゆえオーストリア
のユダヤ人指導者たちは，超民族主義を国家の理念とするハプスプルク帝国
において,ユダヤ人こそ真の帝国臣民であると自負してきた(2)｡第１次世界大
戦後の国籍問題が，その超民族たるユダヤ人に最も重くのしかかったことは，
多民族国家の崩壊を象徴するものである。ユダヤ人は，国籍などどうでもよ
かった旧帝国時代を懐かしむ。
1919年９月10日に調印されたサン・ジェルマン条約第80条は，グラナハの
ような者たちを救済するため，その者が言語的・民族的に帰属する国家の国
籍を選択する権利を認めた。しかし戦後オーストリアは，この措置により，
いわゆる東欧ユダヤ人がオーストリア人を名のることを嫌った｡長らくウィー
ンに住み，ユダヤ教を信仰するドイツ人として生活してきた人々でさえ，ガ
リツィア出身者は，オーストリア国籍の取得を妨害される。第１次世界大戦
中，戦争難民としてオーストリアに入った新参のガリツィア・ユダヤ人はな
おさらである。反ユダヤ主義者は彼らをポーランド・ユダヤ人と呼び，彼ら
の追放を求める。
本稿では，第１次世界大戦後のオーストリアで，ガリツィア・ユダヤ人の
オーストリア国籍選択権をめぐって繰り広げられた，ユダヤ人にたし､する人
種的排斥論を見ることにする(3)。
(1)AlexanderGranach，Ｄ２ｇＦｈｆａ〃Ｍｂ"SCA,Mimchenl982,Ｓ､404ｆ
(2)ハプスプルク帝国時代のユダヤ人のアイデンティティ問題については,拙稿｢｢ハプ
スプルク神話」と世紀末ウィーンのユダヤ人」「金沢大学経済学部論集」第12巻第２号
（1992年）を参照。
(3)第１吹世界大戦中のユダヤ人戦争難民問題については,拙稿｢第１次世界大戦期オー
ストリアの戦争難民問題」「金沢大学経済学部鎗集」第15巻第１．２号（1994/５年）
で詳述し,また第１次世界大戦後のオーストリアの反ユダヤ主義については,拙稿｢戦
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間期オーストリアの反ユダヤ主義1918-1925」「金沢大学経済学部論集｣第16巻第１号
（1995年)で論じた｡本稿は戦間期オーストリアの反ユダヤ主義のうち,ガリツイア・
ユダヤ人の国籍問題にテーマを限定して，後者の騰文を補足するものである。
11918年12月５日の国籍法
新生ドイツオーストリアは，１１月12日に共和国宣言を行ったものの，連合
国との講和条約が締結されるまで，国士の境界も，ドイツオーストリア国民
とは誰をさすのかさえ明らかではなかった。とはいえ国造りの第１歩として
1919年１月に憲法制定議会選挙が予定されており(実施されたのは２月16日)，
暫定国民議会では．とりあえず有権者を確定する必要があった。そのための
暫定法が1918年12月５日の国籍法である。
1867年のアウスグライヒ（和協）以後，事実上の独立国家となっていたハ
ンガリーと異なり，ドイツオーストリアの国籍問題は錯綜していた。ドイツ
オーストリア国籍取得の条件は，現在のドイツオーストリア領域に本籍権
Heimatrechtをもっていることか。それとも，長年にわたり同領域内に定住
しているという事実があればよいのか。あるいは民族自決の原則によれば，
チェコ人やポーランド人ではないということ，すなわちドイツ人であること
が重要なのか。しかしドイツ人であることは，何によって判定されるのか。
厄介なのは,第１次世界大戦中ロシア軍に占領されたガリツィアやブコヴィ
ナを逃げ出し,ウィーンに流れ込んだ大量のユダヤ人難民の取り扱いである(1)。
戦後ガリツイアはポーランドに，ブコヴィナはルーマニアに帰属することに
なったが，難民の故郷への帰還は，戦争終了後も遅々として進まなかった。
故郷の町や村は戦火で荒廃し，加えて戦後は，ポーランド人やウクライナ人
によるポグロムが頻発していたからである(2)｡難民の帰還どころか,ウィーン
にはガリツイアから新たなポグロム難民が流れ込んでいた。戦争難民の中に
は，避難生活が３年，４年と長期化するあいだにウィーンで定職につき，そ
れなりに生活基盤を築いた者もある。ガリツイアの現状を考えれば，彼らは
もちろんのこと，そうでない難民の少なからぬ者たちも，かつての故郷を棄
て，このままウィーンに残ることを希望した。ところがウィーンの地元住民
のあいだでは，戦争中から反ユダヤ人難民感情がくすぶり，戦後に言論統制
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が解かれるや一気に燃え上がる。１日オーストリアが崩壊したいま，難民はも
はや同情すべき同国人ではなくなったとし，巷には難民の国外追放を求める
あからさまな声が響く。
難民残留の兆しとそれに反対する世論をふまえ，１２月５日の国籍法でも，
難民問題には細心の注意が払われる。
まず国家評議会により，1918年11月12日の暫定国民議会に提出された最初
の法案は,国籍に本籍権を連結させるハプスブルク帝国時代の伝統を踏襲し(3)，
現在すでにドイツオーストリアの領域内に本籍権をもつ者と，当地での本籍
権の取得が確実な者とをドイツオーストリア国民と認めるものであった。
すなわち法案第１条により，「この法律が布告された時点でドイツオースト
リア領内の市町村Gemeindeに本籍権をもつ者」は，自動的にドイツオース
トリア国民となる。しかし第２条により，現在のドイツオーストリア領以外
の旧オーストリア＝ハンガリー帝国内に本籍権をもつ者，あるいは目下どこ
にも本籍権をもたない者も，意思表示をすることによってドイツオーストリ
ア国籍を取得できた。その条件は，この法律が布告された時点で，すでにド
イツオーストリア領内の市町村により本籍権付与の保証をえているか，ある
いは1896年12月５日の本籍権法により，この保証を要求する権利をもつこと，
もしくはこの法律の布告後１年以内に，ドイツオーストリアの市町村により
本籍権付与の保証がえられることである(4)。
法案説明に立った国家評議委員のオフナーは，この法案には，本籍権の所
持を国籍取得の条件とすることにより，ドイツオーストリア国民の資格の決
定が市町村の自由意思に委ねられるという，根本的問題点があるとする。市
町村の裁量如何では，第２条でいわれる本籍権が保証されないばかりに，長
年ドイツオーストリアに住み，ドイツオーストリア国民となってしかるべき
者たちに国籍が与えられない恐れがあった。しかも人口の国内移動の活発化
により，本籍地と定住地の不一致が一般化し，第２条の該当者は相当数にの
ぼる。だがこのような事態を避けるため，現在のドイツオーストリアの居住
者にたいして本籍権を保証するよう市町村に強制すれば，これによってガリ
ツィアからの難民が本籍権を取得し，彼らの定住化を促進しかねない。この
ような事態は，何としてでも避けねばならない。そのうえで，本籍権をもた
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ないドイツオーストリアの居住者一般をどのように保護すればよいのか(5)。
法案説明後にオフナーは審議を求めたが，ドイツ民族派のヴォルフが，異
人種であるユダヤ人難民を国籍から厳格に排除するよう求めた(6)以外に発言者
はなく，法案の検討は憲法委員会に委ねられることになった。その結果1918
年11月27日の国会に提出されたのが第２の法案である。ここで憲法委員会は，
現状に鑑みて本籍権と国籍の連結は困難との判断を示し，かわって現在ドイ
ツオーストリア領内に居住していることが国籍取得の基準とされた。
まず第１条により，「この法律が布告された時点でドイツオーストリア共和
国の市町村に本籍権をもつ者」は，当人が他の後継諸国家の国籍を希望しな
いかぎり，自動的にドイツオーストリア国民となる。しかし第２条によれば，
現在ドイツオーストリアに本籍権をもたない者も，次の１あるいは２に該当
すれば，意思表示によってドイツオーストリア国籍を取得することができた。
１．遅くとも1914年８月１日以前からドイツオーストリア共和国内に定住所
をもっていた者。
２．ドイツオーストリア共和国以外の旧オーストリア領内に本籍権をもつ者
で，1914年８月１日以降ドイツオーストリア領内にその定住所を移動した
者，あるいはこの法律の布告後１年以内に移動する者。
この第２条によって，先に指摘された問題点は解消する。第２条の２は，
戦争中のドイツ人引き揚げ者や，あるいは旧オーストリアの諸州に赴任し，
そこに本籍権を移していたドイツ人官吏が，戦後ドイツオーストリアに帰還
する場合などを想定したものである。しかし旧オーストリアに本籍権をもっ
ていることを条件に，ドイツオーストリアでの居住期間が短くとも意思表示
によって国籍取得の道を開く第２条には，1914年８月の第１次世界大戦開戦
以降ドイツオーストリアに流入した戦争難民も該当した。そこで難民の定住
化を防ぐためにとられた措置が，第２条の２に設けられた例外規定である。
すなわち第２条の２の「ドイツオーストリア共和国以外の１日オーストリア領」
から，ダルマチア，イストリア，ガリツィア，プコヴィナは除外される，と
されたのである(7)。
憲法委員会のシヤハルは，第２条の２の例外規定について次のように説明
する。まず１日オーストリアにとっての外国人，すなわちハンガリー人，旧ド
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イツ帝国の国民,スイス人等は,遅くとも1914年８月１日以前からドイツオー
ストリア共和国の領域内に定住所を有していなければ，意思表示による国籍
取得の対象者となることはできない。ダルマチア，イストリア，ガリツィア，
プコヴィナに本籍権をもつ者は，この外国人と同じ扱いを受ける(8)。
法案の審議に移った後，第１発言者のケシュマンは，第２条の２の例外規
定について，ポーランド・ユダヤ人の排除という効果より，むしろプコヴィ
ナに本籍権をもつドイツ人官吏がこうむる不利益を問題にする。ブコヴィナ
はダルマチア，イストリア，ガリツィアと異なって「純粋なドイツ語行政地
域」であり，ブコヴィナのドイツ人官吏は，ブコヴィナの出身者であれ，他
所から当地に赴任した者であれ，現地語であるルテニア語やルーマニア語の
習得を義務づけられてはいなかった。ところが第２条の２の例外規定によれ
ば，これらドイツ語しか話さぬドイツ人が，外国人の取り扱いを受けること
になる。そこでケシュマンは，例外規定からプコヴィナを削除するよう提案
した(9)。議場からは「難民はどうするんだ./」との野次が飛ぶ。
第１法案のさいにも難民排除を主張したヴオルフは，ケシュマンに反論す
る。いま審議中の国籍法は，憲法制定議会選挙の有権者確定のための暫定法
である。この法律によってブコヴィナのドイツ人官吏にたいし，ドイツオー
ストリア国籍取得の道が永久に閉ざされるわけではない｡｢状況の変化により
プコヴィナから当地〔ドイツオーストリア〕へ帰還する意思をもち，当地に
定住して国籍を取得することを希望している200人ないし300人のドイツ人官
吏にたいして，憲法制定選挙への参加が不可能にされるということ，これは
きわめて悲しむべきことであり，私としても，全く望ましいことではありま
せん。しかしこれは遺憾な事態ではありますが，不幸な事態ではありません。
大いなる不幸とは，難民として当地にやってきたガリツイアのユダヤ人が，
しかもこの愛すべき連中は，ブコヴィナから逃げてきたユダヤ人によってさ
らに強化されているのですが，この者どもが引き続き当地にとどまることだ
といえましょう。憲法制定選挙への参加を決めるためだけに作られるこの法
律によって，彼らが当地に継続的に滞在し，さらに国籍取得の可能性を得る
ことだといえましょう｡」すなわちヴォルフは,200人か300人のドイツ人官吏
の不利益よりも，プコヴィナを例外規定からはずすことにより，プコヴィナ
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からのユダヤ人難民がドイツオーストリアに居着くことになる危険の方が重
大だとするのである。ヴォルフは「倫理的にも，経済的にも，このような人
口の増加が望ましくないということ｣,これはアーリア人住民の合意であると
同時に，当地に同化しているユダヤ人市民の合意をも期待することができる
とする('０)。
しかし起立採決の結果，プコヴイナは第２条の２の例外規定から削除され
ることになった。そして国籍法は1918年12月５日の国会で，若干の変更が加
えられた後('1)，最終的に可決された。
プコヴイナがはずされたとはいえ，第２条の２の例外規定がユダヤ人戦争
難民の排除を目的とすることは明らかである。イストリアとダルマチアが例
外地域に加えられたのは，露骨な難民排除を隠蔽するためでしかない。ユダ
ヤ人難民は，まずは慎重にドイツオーストリアから排除され，難民の国籍問
題は,講和条約後にあらためて確定される国籍法まで先送りされることになる。
(1)前掲拙稿「第１次世界大戦期オーストリアの戦争難民問題」参照。
(2)1918年11月のレムベルクのポグロムについては,拙稿ルムベルクのユダヤ人」「ユ
ダヤ・イスラエル研究」第15号（1996年）を参照。
(3)ハプスブルク帝国では，1863年12月３日の本籍椛法以来，国民はすべて，いずれか
の市町村に本籍権をもたねばならず，また国籍の所有者のみが本籍権を取得できると
された。これは後にも述ぺるように，国家が国民にたいする救貧義務を負わず，原則
として市町村Gemeindeに負担させるためである。しかしマリア・テレジア時代の救
貧法に起源をもつ本籍権は，時代の実状にあわないものとなり，貧困者の救済の障害
となっていた。１９世紀末から工業地帯や都市部への人口移動が帝国規模で激しさを増
し，本籍地と居住地の不一致が一般化していたからである。1890年の人口調査によれ
ば，居住地に本籍梅をもたない者はすでに53.6パーセントに達しており，都市部では
例外なく過半数以上を占めた｡(GerhardMeIinzu・SusanZimmermann，Ｕｂ〃ｄｉＰ
Ｃ”…〃ｄｅｒＡｗｅ"〃M/１２〉Wien/Ziirichl991,Ｓ・l06f.）居住地での本籍権取得を容
易にするため1896年に本籍権法が改正されたが，1910年のウィーンでウィーンに本籍
楠をもたない者は，なお全住民の44.4パーセントを占める。（ibid.,Ｓ１１０）
(4)BeiltZgP〃ｚｚＪｄｂ〃Ｓｊ”Qgm，hisClBe〃Ｐ”/CAO比〃ｄｃ７Ｐ”zﾉﾌﾞsoliScﾙe〃jVh"”αﾉ・
zwscz加加JDC廼/ｉｉ７Ｄ“ISC"dsle擁jb力１９１８蝿"dJ919Bd､1,Wienl919,Beilage4．
(5)Ｓ/”Qg？TWljScAenmo”/ｌｃｄＦγ，”tjjSo"sche〃ぬtjO"α〃eだ＠湘湘'Zc"ｇ〃γ
、“fsc〃bis蛇〃ejrAmJ8”d19I9Wienl919,Ｓ､72．注(3)参照。
(6)ｉbid.,Ｓ､73.
(7)BcihZgF〃ｚ２ｄ咋加Ｓ/e"､gねPAjscﾊ“Ｐ”'CAO比",BeiIage40
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(8)Ｓ陀卯QgmP〃たCAFｎ℃jOAo/上Ｓ175.
(9)ｉbid.,S177f
OOibid.,S179f．〔〕内は引用者による補足。以下同様。
(1，第２条にかかわる変更点としては，この国籍法が講和条約締結までの暫定法である
ことから，第２条の２の定住所の移動期間が，「法律の布告後１年以内」から「国籍を
最終的に規定する新たな法律が発効するまで」と改められた。
Ⅱサン・ジェルマン条約第80条一ユダヤ人は民族か
1919年５月12日レンナーを長とするオーストリア代表団は，連合国との講
和交渉にのぞむため，パリ郊外のサン・ジェルマンにはいる。しかし交渉と
は名ばかりで，連合国から一方的に手渡され，９月10日に調印されたサン・
ジェルマン条約は，オーストリアの人々を絶望させた。人々はドイツオース
トリアの起死回生のため，ドイツとの合邦を切望していたが，条約はそれを
禁止し，ドイツオーストリアの国名からドイツの３文字がはずされたのであ
る。この条約により，独立国オーストリアの領土問題と国籍問題も最終的に
決定された。誰がオーストリア国民となるのか，本格的な国籍確定作業が始
まることになる。
サン・ジェルマン条約は，原則的に本籍権の所在地を国籍の基準とする。
したがって第６4条により，条約の発効時（1920年７月16日）にオーストリア
領内に本籍権をもち，他国家の国民ではないすべての者は，無条件でただち
にオーストリア国民とされた。これは内容的に1918年12月５日の国籍法第１
条と重なる｡オーストリアの居住者に意思表示による国籍の取得を認めた1918
年の国籍法第２条は，1919年10月17日の法律で失効した。そして現在オース
トリア領内に本籍権をもたない者，すなわちサン・ジェルマン条約第64条に
該当しない者について，オーストリア国籍の選択権を認めたのが第78条と第
80条である。
そのうち第78条は，条約発効後１年以内にかぎって，その者が過去に本籍
権をもっていた市町村の属する国家の国籍を選択する権利を認めるものであ
る。これによって，たとえばドイツ人官吏がドイツオーストリアから赴任先
のベーメンやガリツイアに本籍権を移していた場合，このドイツ人には，過
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去にドイツオーストリアに本籍権をもっていたことを理由として，オースト
リア国籍を選択する権利が認められる。この者は国籍選択権を行使すれば，
チェコスロヴァキア国籍やポーランド国籍とされることはない。
問題は第80条であった。
「旧オーストリア＝ハンガリー帝国に属する領域内に本籍権をもち，かつ
その本籍権の所在地で住民の多数者とｒａｃｅ〔フランス語原文ではrace，条
文のドイツ語訳ではRasse〕ならびに言語を異にする者は，当条約の発効後
６カ月以内に,住民の多数者がその者と言語ならびにrace／Rasseを同じく
する人々から構成されるにしたがい，オーストリア，イタリア，ポーランド，
ルーマニア，セルピア・クロアティア・スロヴェニア国あるいはチェコース
ロヴァキアの国籍を選択することができる｡」
第80条は一読したかぎりでは，個人にたいして，言語的，民族的帰属にも
とづく国籍選択権を認めたものと読める。それゆえガリツィアのユダヤ人で
あっても，ドイツ語で教育を受け，ドイツ語文化にアイデンティティをもち，
ポーランド国籍となることを望まぬ者にたいし，オーストリア国籍取得の道
が開かれたかにみえる。だが第８0条を詳細に検討すれば，たんに言語といわ
れた場合，それは母語をさすのか，あるいは社会生活上の日常使用言語をさ
すのか。多民族の混住地域では，これらが一致しているとはかぎらない。さ
らにraceを同じくするとは,何を意味しているのか｡生物学的な意味での人
種か，それとも文化的な概念としての民族性か。ドイツ人への帰属意識をも
つことと，ｒａｃｅとしてドイツ人に帰属することとは区別されるのか｡人種に
せよ民族性にせよ，それを個人について判定する客観的に決定的な基準は存
在しない｡第80条はraceという，法律的には致命的欠陥をもつ語を含んでい
たのである。
この語が引き起こすことになる混乱は，条約の交渉過程では，連合国側に
も，オーストリア側にも予想されていなかった。第80条をめぐる後の議論で
繰り返し指摘されるように，契約型国家観をとるフランスでは,国民Nation
とは，ある国家に属する個人の集合体をあらわし，そこでは個人の言語や文
化，出自の差異は問題にされない。そして国民の中で言語・文化・出自を共
有する集団を別の言葉で表現したい場合にracialという語が使用される。こ
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の点を考慮すれば，フランス語原文第80条のraceの訳語としては，ドイツ語
で民族性をあらわすNationalitatを採用した方が混乱が少なかったであろう。
しかし翻訳上の工夫は一切なされず，raceは,人種の意味あいの強いRasse
に置き換えられた。
民族問題に苦しんだ多民族国家ハプスブルク帝国は，この問題の解決法に
ついてそれなりの議論を蓄澗してきた。そのさい１日帝国では，たとえば行政
裁判所においてどの民族Nationalitiitに属するかの判定が求められた場合，
その者の民族的帰属意識を重視する主観主義が主流を占めた。すなわち使用
言語の共通性という，より客観的指標よりも，その者の民族意識を優先させ
る｡ハプスブルク帝国においてこの見解を代表したのがベルナツィークである(1)。
オーストリア第１共和国憲法の起草者の１人フレーリヒは，これまでの主
観主義を念頭におきながら，論文「サン・ジェルマン国家条約が我が国の憲
法に及ぼす影響」の中で嘆く。民族的少数者の保護を定めた第67条や，第６８
条第２項で，フランス語原文のethniqueはRasseとドイツ語訳されている。
このこととの整合性を貫けば,第80条のRasseもまたエスニシテイの意味で
理解せざるをえまい。だが「民族Nationalitiitの場合には，民族意識という
主観的要素が，あるいは万一の場合には，さらに日常使用言語という事実的
要素が考慮されるのにたいし，エスニシティの場合には，民族的出自という
要素が指標の役割を果たすことになろう。しかし行政技術上，この要素の把
握がいかに困難であるか，これについては多言を要しまい。たとえばスラヴ
人もロマン人もセム人も，ドイツ人になることはできないという立場をとれ
ば，サン・ジェルマン条約第80条にもとづくオーストリア国籍の選択が行わ
れるたびごとに，その国籍選択者が民族的出自に照らしてゲルマン人とみな
されうるかどうか，調査されねばなるまい。すなわち国籍申請者の系図を何
代も遡って調べなければならず,さらにそのさい混血はどうするのか,といっ
た問題が起こってくるであろう。そして他方で，言語や民族意識には一切の
配慮が許されないことになろう(2)｡」
この第80条が認めた国籍選択権をめぐり，最大の問題となったのがユダヤ
人である。多民族国家ハプスブルク帝国において，ユダヤ人とは何者であっ
たのか。
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オーストリア1867年12月憲法は，第19条ですべての民族の平等を保証した。
すなわち「オーストリアのすべての民族Volksstammは平等である｡すべて
の民族は,その民族の特性Nationalitiitと言語を守り育てる不可侵の権利を
有する。学校，行政官庁および公共の場において，その州で使用されている
言語landesiiblicheSpracheの平等性が国家によって保証される｡複数の民
族が居住する州の公的教育機関においては，どの民族も，その州の他言語の
習得を強制されることなく，自己の言語で教育を受けることができるよう，
必要な手段が講じられなければならない｡」
ところがオーストリアでは，憲法で学校教育語における民族の平等を躯い
ながら，住人の民族的帰属を問う調査はすぐには行われなかった.民族的帰
属を示す簡便な指標として日常使用言語が採用され，人口調査にそれが調査
項目として導入されたのは1880年になってからである。そのさい国民は何語
を記入してもよいわけではない。国家によって指定された９の言語，すなわ
ちドイツ語,チェコ・スロヴァキア語,ポーランド語,ルテニア語(3),スロヴェ
ニア語，セルボ・クロアティア語，イタリア語，ルーマニア語，ハンガリー
語から１言語を選択する仕組みであった。ここでいわゆる民族言語が９に限
定され，さらに選択が１言語に限定されたことの政治的意味は大きい。憲法
第19条で保証された民族的平等は，この９言語民族の平等として具体化され
たからである。
1910年のガリツィアには約87万人，ブコヴィナには約10万人のユダヤ人，
正確にはユダヤ教徒がいたが，彼らの多くはイディッシュ語を母語とする．
しかしイデイッシュ語は憲法で保護された民族言語ではない。それゆえユダ
ヤ人は，教育や社会生活上の必要に応じてドイツ語やポーランド語その他を
使用したが，彼らの選択する日常使用言語が，その時々の政治的・経済的状
況にあわせて変化してゆくのは当然であろう。このことはガリツィアの人口
調査結果にはっきり現れている(4)｡ユダヤ人にたいして,ご都合主義との非難
が浴びせられるゆえんであるが，ガリツィアでポーランド人の自治権が拡大
され，ポーランド人が政治・経済の中心を握るにしたがい，ユダヤ人は，日
常使用言語の選択をドイツ語からポーランド語に乗り換えていった。
だが他方，1910年当時で17万５千人のユダヤ人ロをもつウィーンには，ド
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イツ人としかいい様のない多数のユダヤ人が存在した。ガリツィアでさえ，
イディッシュ語を理解せず，完全にドイツ語文化圏に属するユダヤ人も少な
くはない。母語をとっても，日常使用言語をとってもまとめようのないユダ
ヤ人。その彼らを唯一ひとつにつなぎ合わせるものがユダヤ教である。１８９０
年３月21日の法律は，彼らユダヤ教徒の団体と国家との法的関係を定めたも
のである。この法律により，ユダヤ教徒はすべて，その居住地のユダヤ教徒
のゲマインデ（ユダヤ教徒の自治的組織）に所属することとされた。ドイツ
人とポーランド人は民族として平等だ，という言い方をするなら，ハプスブ
ルク帝国には，同様な意味でのユダヤ人ないしユダヤ民族は存在せず，たん
にユダヤ教を信仰する者が存在するだけである。ウィーンのいわゆる同化ユ
ダヤ人のように，ユダヤ教にたし､する信仰心もうすれ，ドイツ人と変わらぬ
生活をおくる者たちは，ユダヤ人が民族であることを自ら否定し，ユダヤ教
を信仰するドイツ人を名のった(5)。
第１次世界大戦後ハプスブルク帝国が崩壊して，ドイツ語，ポーランド語，
チェコ語など，それぞれを国語とする後継諸国家が誕生した。イディッシュ
語を国語とする国家などは，もちろん存在しない。旧帝国時代のユダヤ人の
法的地位を考慮すれば，ユダヤ人にたいしては，その言語的・主観的帰属意
識を尊重した国籍選択権が確保されるべきであろう。ところが第１次世界大
戦後のオーストリアは，ユダヤ人を「人種」とみなし，ドイツ人の国家から
排斥する。「人種」と呼ばれることでユダヤ人は，恩恵によって「他人種」の
国家に籍をおかせてもらう少数者に艇められる。
（１）EdmundBematzik，Ｕｂ”〃α/iDjmルノM、ｶﾞﾑe",Wienl910．
（２）Geo屯Froehlich,DieWirkungendesStaatsvertragesｖｏｎＳｔ・Germainauf
unserEVerfassung,ｉｎ：ZbjjscAI?i/１１〃rbj"bﾌﾞｭ雌hGsR2cﾉｶﾑＢｄ､1,wie､/Leipzig
l919/20,ｓ427.
（３）ウクライナ語。ハプスプルク帝国のウクライナ人には，ルテニア人という呼称が用
いられた。ウクライナ人という呼称が一般化するのは，第１次世界大戦後のことであ
る。
（４）第Ⅲ章１の注(7)参照。
（５）もちろん旧帝国において，ユダヤ人をユダヤ教徒としてではなく，人種や民族とし
て排斥する反ユダヤ主義者はつねに存在した。またユダヤ人にも，ユダヤ「民族」の
存在が国家によって否認されていることにたいし,不満を抱く者が存在した｡ガリツィ
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アやプコヴィナのユダヤ人とウィーンのユダヤ人では，アイデンティティのあり方は
異なる。ガリツィア，プコヴイナのユダヤ人の中には，人口調査の日常使用言語欄に，
処罰を覚悟の上でイデイッシュ語と記入する者もでた。実際ガリツイアやブコヴイナ
のユダヤ人は，ユダヤ教にしたがった伝統的生活様式を保存し，またイディッシュ語
を母語とする点でも，周囲のドイツ人やポーランド人,ルテニア人とは，まさしく「民
族的」に区別される。
ユダヤ人が民族的権利を主張した一例として，1909年５月にブーヴイナの首都チェ
ルノヴィツの弁護士マクス・ディアマントが起こした訴訟がある。一件は，イディッ
シュ語で作成された「ユダヤ劇場」設立の届出轡にたいし，内務省が，州で使用され
ている言語landesUblicheSpracheで掛かれていないとの理由で審査を拒否したこと
に始まる。デイアマントは，これを1867年12月憲法第19条で保証されたユダヤ人の民
族性を守り育てる権利の侵害であるとして，帝国餓高裁判所に訴えた。しかし裁判所
は1909年10月26日の判決で，ユダヤ人は，憲法第19条でいわれる民族とみなすことは
できないとし，ディアマントの熊えを棄却する。その理由は，ユダヤ人がまとまった
居住地域で，あらゆる社会厨を包含するような民族的統一体を構成していないこと，
州のすべてのユダヤ人によって使用されているような言語をもたないこと，であった。
判決は，イデイッシュ語やへプライ語は，家庭内語か特定の地域のみで使用されてい
る地域語Lokalspracheであって，憲法第19条が保護する民族語ではないとする。そ
してユダヤ人の法的地位に関してオーストリアの立法は,｢ユダヤ人を民族Volksstamm
（民族性Nationalitiit）とはみなさず,－モーゼの宗教の信者として－ひとつの
宗教的団体とみなし，またそのように扱う」方向に進んでいるとする。（sZz腕碗ｌ"廼
火７打acAgE血/ZogUD0cr加jj"｡！庇ﾊeγリノゼホα"dﾉ'｡"ggFscAbWYe'@Ｅﾌﾟﾘbc?↑"！"is”dbsﾉｾ・ｈ
Ｒ杉jどhSg巴冗cA姪Ｊ9.1909,TeilXIV,Heft3,Wienl912,S766f）
戦間期オーストリアのユダヤ民族主義者の動きについては，拙稿「ゼーリヒのため
に」「現代思想」第22巻第14号（1994年12月号）を参照。しかし戦前戦後を通じて，ユ
ダヤ民族主義者は少数派にとどまる。
Ⅲ国籍選択権をめぐる政府見解
１サン・ジェルマン条約国籍選択権の施行令
1918年12月５日の国籍法の例外規定により，ガリツイア出身のユダヤ人戦
争難民は外国人扱いとされた。年明けの国会では，キリスト教社会党やドイ
ツ民族派の議員らが，ウィーンにいる彼ら「東方からの外国人」の追放を求
め，法案を提出する(1)。
内務省もまた1919年７月から，ユダヤ人難民の追放を目的とする外国人退
去令の検討を開始した。退去令は，９月にはいって現実のものとなる。退去
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令がウィーンの各所に掲示されたのは,９月10日のことであった｡これによっ
て「旧オーストリア＝ハンガリー帝国の国民で，現在ドイツオーストリアの
いずれの市町村にも本籍を有しない者のうち，すでに1914年８月１日以前か
らドイツオーストリアに定住していた者と，あるいはそれ以降にドイツオー
ストリア国籍を取得した者とを除くすぺての者たち」は，1919年９月20日を
期限として退去を要請され，この要請にしたがわなかった者には，1871年７
月27日の帝国立法第88条第２項にもとづき追放宣告が発せられることになっ
た。
サン・ジェルマン条約第80条にもとづく国籍の選択申請期間は，条約が発
効する1920年７月16日から６カ月間である｡1919年から1920年にかけてのオー
ストリアでは，第80条によってオーストリア国民となりうる可能性のある者
が，この1919年９月の「外国人」退去令の対象者にされるという，混乱状態
が続く。オーストリア政府にとっては，条約の発効以前に，外国人退去令に
よって難民一掃が実現すれば理想的であっただろう。ことはしかし，そうは
運ばなかった。別稿で詳述したように，外国人退去令は限定的な効果しかも
たなかったのである(2)｡ガリツィア出身のユダヤ人戦争難民であっても，ドイ
ツ系を自認する者は，第80条によって救済されるのか。
1920年７月16日，サン・ジェルマン条約の発効と同時に国籍選択権も発生
した。条約で定められた国籍の選択申請期間は６カ月と短い。内務省は「選
択にもとづくオーストリア国籍の取得に関する施行令」の草案を急ぎ作成し，
1920年７月29日付けで各省庁に送付して検討を依頼する。ついで８月４日，
この件で省庁間会議が開かれた。
施行令はまず第１条で，サン・ジェルマン条約第78条にもとづく国籍選択
権を定める。続いて第80条にもとづく国籍選択権を定めたのが，施行令第２
条である｡第80条の取り扱いで何よりも当局を悩ませたのは,「Rasseと言語
にもとづく帰属」の証明法であった。（この問題をめぐる後の議論の展開を考
え,以下,本稿ではRasseに人種という語をあてることにする｡）とりあえず
第２条では，第80条の条文をふまえて，オーストリア国籍を選択できるのは
「人種と言語にもとづき,オーストリアの住民のドイツ人多数者に属する者」
と限定される。その「ドイツ人多数者」への人種的・言語的帰属の証明に関
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して，施行令第６条の内務省原案は次の通りであった。
「国籍の選択が人種と言語にもとづいて行われる場合には，選択者の言語
的帰属〔強調は引用者による〕を明らかにする具体的指標が示されねばなら
ない。言語的帰属の証明として特に考慮されるのは，ドイツ語教育校での在
籍証明書，人口調査台帳や民族別選挙人名簿からの写し，民族的性格をもつ
団体での活動に関する証明書等である(3)｡」
この原案を見るかぎり内務省は，オーストリアにたし､する国籍選択権の行
使にあたっては，言語的帰属の証明のみを求め，人種的帰属の証明にはあえ
てふれないことにより，混乱を避けようとしている。だがこれについては，
省庁間会議の席上，異議が唱えられた。商務省からこの会議に出席していた
ヴォールゲムートは，サン・ジェルマン条約第80条が人種的帰属という条件
を課しているにもかかわらず，施行令がはじめからその条件を断念している
のは望ましくないとする。そして上記引用の強調部分である「言語的帰属」
を次のように修正するよう提案した。
「国籍の選択が人種と言語にもとづいて行われる場合には，選択者がオー
ストリアの住民の多数者（第２条）に帰属〔強調は引用者による〕すること
を明らかにする具体的指標が示されねばならない(4)｡」
すなわち「帰属」という語の前から「言語的」という限定的形容詞を削除
し，「帰属」が，オーストリア住民の多数者であるドイツ人への言語的帰属と
人種的帰属の双方を含意しうる法律文にせよ，というのである。ヴォールゲ
ムートは,省庁間会議に関する翌８月５日付けの報告書の中で述べる。「しか
しながら，サン・ジェルマン条約の中で明確に述べられている人種的〔原文
では下線〕帰属という要素は，第80条にもとづいてオーストリア国籍を選択
しようとするある者たち（とくにガリツィア，プコヴィナ，ハンガリーから
来た者たち）においては，少なくとも一定の重要性をもちうるであろう(5)｡」
ヴォールゲムートの修正案は，他の出席者の支持も得たため，内務省はこ
れを採用して改訂案を作成，1920年８月13日の閣議で審議にかけられた。閣
議に提出された内務省の法案説明は，施行令第６条について，なお悩みを隠
しきれずにいう。
「さらにサン・ジェルマン条約は，人種と言語にもとづくオーストリアの
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ドイツ人多数者への帰属に関して，いかなる指標が決定的であるのか明示し
ていない。〔施行令〕草案もまた人種の概念を定義することは避け，言語的帰
属と関連して，具体的にはたんに通常の民族意繊の表明を参照するよう指示
した。人種と言語にもとづく帰属の問題で，実際に本質的解決をせまられる
のは，ズデーテン地方とガリツィアおよびプコヴィナ出身のユダヤ人が国籍
の選択を求めた場合である。ズデーテン地方とプコヴィナに関していえば，
当地でドイツ語文化Deutschtumの担い手であった者や,メーレンおよびプ
コヴィナでドイツ人の選挙人集団に属していた者は,イスラエル族Ｓｔａｍｍに
所属することを理由として〔国籍選択権〕から排除することはできまい(6)｡こ
れにたいしてガリツィアのユダヤ人は，最近の人口調査でポーランド人と申
告する者の数がますます増加しており（1880年：ドイツ人324,336人,ユダヤ
人686,596人，1910年：ドイツ人90,130人，ユダヤ人871,804人)，この者たち
の言語的帰属をはっきり証明することは困難となろう(7)｡一般的にいえば,個
別的なケースについての決定は，あらゆる重要な要素を考慮した上で，この
問題の当局である内務省によって下されることになろう(8)｡」
修正案が採用されたことにより，施行令第６条は，国籍選択の条件として，
人種的帰属と言語的帰属の双方に証明を要求しているものと読める。しかし
第６条の修正個所に続く一文は原案どおりで，言語的帰属の証明方法を例示
するにとどまり，人種的帰属の証明法には一切ふれていない。この法律の穴
は結局，個々の国籍申請者について，当局の判断で埋めざるをえない。施行
令第８条は，施行令の第２条，すなわちサン・ジェルマン条約第80条にもと
づく国籍選択の適法性に関して，決定は内務省に委ねられると明記した。
施行令第６条はさらに８月17日の閣議で，「ドイツ語教育校｣がより詳しく
「ドイツ語で教育を行う小学校，高等小学校および中・高等学校」とあらた
められた。施行令は８月20日の閣議で最終的に決定された。
サン・ジェルマン条約第80条にもとづく国籍の選択申請期限は，当日を含
み1921年１月15日までである。1921年１月14日のシオニスト系ユダヤ人の新
聞「ヴィーナー・モルゲンツァイトウング」は，ユダヤ人戦争難民が集中し
て住むウィーン市第２区のレオポルトシュタットで，区役所に押しかけた申
請者の様子を伝える。
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「国籍の選択申請が行われる窓口は４階にあるが，人々の列は，１１時には
１階まで達している。…少なくとも300人が行列しており，その３分の２を下
らぬ者たちがユダヤ人である。…行列している人々のほとんどは，質素とい
うより，みすぼらしい身なりをしている。…小柄で顔色の悪い婦人はリンツ
出身なのに，突然おまえはセゲピンの者だといわれた。…彼女は追放される
と見てとった。国境を越えて，あのユダヤ人が僧まれ迫害されているところ
に，言葉が一言もわからないようなところに追い出されそうだと見てとった。
いやだ。彼女は売り子だが，店長が「ブツブツ」いうのもかまわず午前中休
暇をとった.そしていまここで，どんなに長くかかろうとも辛抱しているの
だ。…無国籍であることの残酷さは，彼ら〔ユダヤ人〕の血にしみこんでい
る｡彼らは立ったまま待ちに待っている｡…ひとつきれの故国を待っている(9)｡」
はたしてこれらの申請者は，どのような書類を携えて順を待ったのだろう
か。ガリツィア出身者にとって，施行令第６条が要求する書類をそろえるこ
とは容易ではなかった。戦火に見舞われたガリツイアでは，役所も証明書類
も失われていたからである。窮余の策として申謂者は，ドイツ語能力を示す
ために，完壁なドイツ語で書かれた商用通信や私信の束，あるいは帳簿を提
出する有り様であったいo〕。だが人種的帰属の証明の方はどうするのか。反ユ
ダヤ新聞は，東欧ユダヤ人が証明書を偽造していると書き立てる。何しろド
イツオーストリア領内に本籍権さえもっていれば，第80条に頼らずとも，自
動的にオーストリア国籍が手にはいるのだ｡｢たとえば１枚の本籍証明に３万
クローネもの金まで支払われているのだから，多くの者が，この偽造証書の
製造，販売でぼろ儲けしているというのもうなずける('1)｡」
(1)たとえば1919年２月４日，キリスト教社会党議員のイェルツァペクほか19名は暫定
国民議会にたいし，「負担にして危険な移民にたし､する住民保護」と題する難民追放案
を提出した。詳しくは前掲拙稿「戦間期オーストリアの反ユダヤ主義1918-1925」を
参照。
(2)外国人退去令については，同拙稿を参照。
(3)ArchivderRepublik（以下ＡｄＲと略記する)，Handel/Wirtschaft/Bauten，
StaatsamtfiirHande］undGewerbe，IndustrieundBauten，ZL20758．
(4)ｉbid
(5)ｉbid．
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(6)オーストリアでは1907年の男子普通選挙制導入後，多民族混住地域では各民族に公
平に議席が配分されるよう,有横者を何らかの方法で民族別選挙区Wahlkreisに区分
することが試みられた。そのさい人口調査票に記戦された日常使用言語が民族別区分
の基準とされたが，憲法上民族とは認められていないユダヤ人が独自の選挙区をもつ
ことはありえない。たとえばプコヴィナでは，普通選挙制導入後の1910年の法改正に
より，市町村選挙および州鍍会選挙の一般選挙人部門の有権者がルーマニア人，ルテ
ニア人，ドイツ人，ポーランド人の民族別選挙人集団Wahlk6merに区分されたが，
ユダヤ人は，ドイツ人の選挙人集団に組み入れられた｡1910年の人口調査で,ブコヴイ
ナのユダヤ人,正確にはユダヤ教徒102,925人のうち,約93パーセントにあたる95,706
人が，ドイツ語を日常使用言語として回答しているからである。ただしこれは法律上
の措置であり，プーヴィナではユダヤ人はひとつの民族と認められ，実質的には独立
の選挙人集団を構成していた｡VgLAdamWandmszkau､PeterUrbanitsch(Hg.)，
、"Htz6sb泌壇Ｕ”o"α”〃た１８＃8.19Ｊ＆Ｂ｡、３，Tei1.2,ｓ.904ｆ
(7)ガリツィアの日常使用言語の綱査で，ドイツ語，ポーランド語，ルテニア語使用者
数の推移は次の通りである。
年
一
ドイツ語
１８８０
324336
5.46％
3058400
51.50％
2549707
42.94％
１８９０
227600
346％
3509183
53.34％
2835674
43.11％
１９００
211752
2.91％
3988702
54.75％
3074449
42.20％
１９１０
90114
113％
4672500
58.55％
3208092
4020％
ポーランド語
ルテニア語
ＥｍｉｌＢｒｉｘ，Ｄ"Ｕ)"gmzgsゆれc力ｅｊ〃Ａ"ぬ蛇かPiCAz"たCAC〃Agitα'われ”dAssi”Az2ね松wie､/K0ln/Grazl982,Ｓ､448ｆ
内務省による施行令の法案説明では，ドイツ語，ポーランド語を日常使用言語とす
る者を，それぞれポーランド人，ドイツ人としてその人数を示しており，ユダヤ人と
されたのはユダヤ教徒の人数である。鯛査の結果はプコヴイナと異なり（本章注(6)参
照)，ドイツ語を日常使用言語として回答するユダヤ人（ユダヤ教徒）の数が大幅に減
少し，ポーランド語へと移動していることを示している。1910年の人口調査で，ガリ
ツイアのユダヤ人871,804人のうち，ポーランド語と回答した者は約93パーセントで，
ドイツ語は約３パーセントにすぎない。（Wandmszka，ａ.a０．，ｓ､905.）内務省は，
ガリツィアのユダヤ人のドイツ語離れと，ポーランド語文化への同化が進んでいる点
を問題にしているのである。
(8)ＡｄＲ,KabinettspmtokolI,Ｎｒ､２１３（13.Augustl920)．
(9)Ｈn℃"erjVDjigU旭eiflU"９１４.Jan、1921．
ＵＵＩＷ出F漉γMbjigwIzeim咽２５.Jan、1921．
UDRejbjl”Cs４９.Junil921・太字は,新聞で隅字体で印刷された部分である｡新聞記
事からの引用については以下同犠。
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２国籍選択権をめぐる政府見解
1921年の年明け早々，ユダヤ人難民の追放に執念を傾けていたキリスト教
社会党の国会議員レオポルト・クンシャクは，ヘルナルスで開催された集会
で演説した。
「東欧ユダヤ人がオーストリア国籍の選択権を得るには，ドイツ語で学校
教育を受けたことさえ証明すればよいのです。もちろんそのような証明書を
提造することは，東欧ユダヤ人にとって，少しもむつかしいことではありま
せん。たいていの東欧ユダヤ人は，戦争で破壊された町や村の出身ですが，
そこでは公文書類も失われてしまったからです。いま彼らが望むに応じて，
東ガリツィアの役所から複製書類が発行されています。ガリツイアにはクラ
カウやレムベルクのような大都市を例外として，ドイツ語教育校など存在し
なかったことは周知であるにもかかわらず，いまや東ガリツィアのユダヤ人
すべてが，ドイツ語教育校に在籍したことを証明しているのです。いまこの
ようにして，何千人もの東欧ユダヤ人がオーストリア国籍を詐取しています。
そうすれば，彼らを国外追放することができなくなるからです。東欧ユダヤ
人の追放問題は，社会民主主義者たちによってずるずる引き延ばされていま
す。それゆえ遺憾ながら我々は，東欧ユダヤ人の大部分については，もはや
正規の方法でウィーンから追い出すことはできないものと予測せざるをえま
せん(1)｡」
しかしクンシャクの演説を紹介した1921年１月７日の大ドイツ国民党の新
聞「日刊ドイツ」は，彼の「絶望的」予測を軽く退け，サン・ジェルマン条
第80条は十分使い道があるとして，自覚の議員ヴァネクが内務大臣グランツ
に送った意見書を紹介する。その内容は，第80条の人種的帰属という条件に
注意を喚起し，東欧ユダヤ人は，人種的にはもちろん，言語的にもオースト
リア住民の多数者とは異なるがゆえに，彼らにオーストリア国籍の選択権を
認めることはサン・ジェルマン条約に違反する，というものであった。意見
書を提出した後ヴァネクは，国会で内務大臣にたいし，あらためて質問した。
第80条は人種的帰属という語を含んでいるのに，ドイツ語教育校での在籍証
明だけで東欧ユダヤ人にオーストリア国籍の選択権が認められているのは不
当ではないかと(2)。
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大ドイツ国民党にとって，キリスト教社会党の反ユダヤ主義の手ぬるさは
いかにも不満であったが(3),しかし人種的帰属の証明問題は,なお深入りされ
ることなくすぎてゆく。東欧ユダヤ人の国籍選択権の審査に関して，官僚で
キリスト教社会党系の内務大臣グランツは，1921年２月２日の予算委員会の
席上，次のように答弁する。
国籍選択権の問題は，条約が人種の概念を規定しておらず，またこの概念
を理論的・科学的・歴史的見地から疑問の余地なく明確化することもできな
いため，著しい困難に遭遇している。国籍の選択申請は，「実践的には１件，
１件，その個別的特殊性にもとづき十分な審査が行われている。そのさい…
ブリュン条約第９条(4)にも添うかたちで－〔審査の〕の重点は言語におかれ
ることになる｡」しかしこれまでのところ，ガリツィア出身者による申請は比
較的少ない。申請者の多くはチェコスロヴァキアや南スラヴに本籍権をもつ
者であり，またガリツィアに本籍権をもつ者であっても，多くはすでに戦争
前から長くウィーンに住み，ウィーンで本籍権を取得する資格がある者，「一
言で言えば，完全にオーストリアのドイツ民族に同化した人々」である(5)。
しかし今後も言語に重点をおいた審査が貫かれるのか。内務大臣はいう。
1921年の年明けになって，ガリツィア出身者の申請がめだって増加した。彼
らの申請が遅れたのは，戦争で破壊されたガリツイアから証明書類を取り寄
せるのが困難であったためである｡｢同化という要素をごくわずかしか考慮で
きないこれらの国籍選択申請には，当然のことながら個別的に，特に念入り
で厳密な審査が行われることになろう。…申舗者が，ドイツ民族Ｖｏｌｋの言語
的・文化的共同体に完全に統合されるという前提が実際に存在すること，こ
のことが確実視されなければ，いかなる申請も却下されることになる(6)｡」
この答弁で内務大臣は，審査の重点は言語におかれると明言しており，事
実グランツが内務大臣職にあるあいだ，ユダヤ人にたし､する「人種的」排斥
が表沙汰になることはなかった。しかし内務大臣の態度は暖昧である。内務
大臣はオーストリア国籍の申請者にたいして,「ドイツ民族の言語的・文化的
共同体」への「同化」を要求したが，何をもって「完全な同化」というのか。
ここでも言語能力が問題なのか。ドイツ人の民族自決国家オーストリアで，
ユダヤ人の地位は微妙である。この答弁からまもない同月28日に示された内
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務省の見解は，先の施行令での沈黙を破り，答弁の「同化」論をも踏み越え,
人種論へと足を踏み入れたものであった。
＿件は，国際連盟に派遣されていたユダヤ人代表者委員会が，「東ガリツィ
アからウィーンに避難した難民の国籍選択権に関する覚書」を提出したこと
に始まる｡11月の国連会議に提出された覚書でユダヤ人代表者委員会は,オー
ストリア当局が特に東ガリツイアから来た難民にたいし，形式的に本籍証明
や家族全員の出生証明書をそろえるよう要求して，事実上彼らの国籍選択権
を侵害している，と非難の声をあげたのである○覚書はいう○彼らの出身地
では，これらの証明書を発行すべき役所が戦争で破壊され，地域によっては
なお戦闘が継続しているところもある○彼らが必要書類を完全にそろえるこ
とは不可能だ。しかしオーストリア当局は，ドイツ語教育校の在籍証明書が
なければ，たとえその者が日常的なドイツ語使用者であることを証言する者
があっても，その者のドイツ語力を認めようとしない．ガリツィアですぺて
のものを失い,ようやく戦火を逃れてウィーンに住み着いた難民の多くは，｢そ
の家族ともども，言語的にも文化的にも，経済的にも，子供の教育上も，完
全にウィーンに適応している。いまになって彼らにたいし，オーストリア国
籍の選択権を制限するのは，甚だし<不当なことであろう｡」
ユダヤ人代表者委員会は，戦争難民の困難な現状を説明し，オーストリア
がこの点を配慮して，ユダヤ人難民にたいして国籍選択権の窓口を閉ざすこ
とのないようプ国連の介入を要請したいとする。そのさい委員会が特に強調
しているのは，ガリツィア，ブコヴィナのユダヤ人が，当地のポーランド人，
ウクライナ人多数者とは言語を異にすること(7),第80条(8)の意味が正しく理解
され，国籍選択権が旧ハプスブルク帝国の全住民にたいして差別なく認めら
れることの２点であった(9)。
外務省から内務省宛てに連絡がはいったのは，1921年２月５日になってか
らである。外務省がこの覚書を入手したのは，国連からではなく，「ユダヤ人
代表者委員会報告」第18号の掲載記事からであった.オーストリアの国連加
盟が承認されたのは1920年12月16日のことであったが，加盟が検討されるあ
いだ，覚書でいわれたような国籍選択権問題は一切でず，外務省の知るかぎ
りでは,それ以後も国連はこの覚書を問題にしていない。しかし同時期,ボー
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ランド政府がオーストリアの1919年の外国人退去令について国連に訴えを起
こしており，外務省は，それとの関連で，この覚書も問題にされる可能性が
あるとみる。そこで外務省は内務省にたいし，しかるべき場合にそなえて回
答の用意を依頼した。
内務省は外務省宛てに２月28日付けで回答を作成した。この回答で内務省
は，これまで意図的に避けてきた「人種」の解釈に踏み込むことになる。す
なわちユダヤ人をセム人と呼ぶことによって，サン・ジェルマン条約第80条
のRasseを生物学的な人種の意味で理解していることを示し,ユダヤ人は人
種的にオーストリアのドイツ人多数者には帰属しないとした。ハプスプルク
帝国時代には「民族」とも認知されていなかったユダヤ人にたし､し，政府の
公文書で「セム人種」という語が登場したのである。
内務省の回答はいう。「ガリツィア難民は，おしなべてみなセム人種に属し
ている。セム人種に帰属する者は，オーストリアの住民のごく一部を構成す
るにすぎず，したがって国籍を選択申請しているセム人は，オーストリアの
住民多数者と同じ言語，同じ人種〔原文では下線〕に属していると主張する
ことはできない。それゆえオーストリア政府は，第80条にもとづくセム人の
国籍選択権要求を，原則的に却下する権利を有するとしてさしつかえないと
信じる('０)｡」
しかし内務省は，この原則論にもかかわらず国籍選択権の審査の重点を言
語におき，本来ドイツ人ではないセム人のドイツ語使用者にオーストリア国
籍を認めているのである。内務省によれば，これはセム人から感謝されてし
かるべき寛容さであった。回答はいう。オーストリア政府は，１日オーストリ
ア＝ハンガリー帝国の民族問題の歴史的経緯を考慮し,｢セム人による国籍選
択申請の審査にあたっては，第80条の厳密な規定から離れ，人種的相違とい
う要素に決定的評価を下すことをやめ，申請者の言語的帰属という要素を優
先して審査の重点におくことを決定した('１)｡｣だが｢ガリツイアのセム人住人」
のドイツ語文化への帰属は，それほど自明のことではない('2)。彼らのポーラ
ンド語文化への同化が進んでいる事実を考慮すれば，オーストリア政府が，
彼らの言語的帰属について，自己申告以外に何らかの証明を要求するのは当
然であろう。しかしオーストリア政府が杓子定規に厳密な書類を要求してい
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るというのは，事実に反する。正式な書類がそろえられない場合には，それ
にかわる証明書や，証人による証言も認められている。そしてオーストリア
政府としては，ドイツ語使用者であることが証明されるなら，東ガリツィア
出身のセム人であってもオーストリア国籍を与えることに異存はなく，すで
にそのような者でオーストリア国籍を取得した者も存在する。
内務省は，「これまでのところ内務省には，ガリツィアの特定のセム人によ
る国籍選択申請が不当に却下されたという具体的な苦情は寄せられていない」
とし，ユダヤ人代表者委員会の覚書は，誤った情報にもとづくのではないか
と述べる。だが内務省は，回答の結びで念を押す。しかしながら「内務省は，
上記に述べたセム人種帰属者にたし､する第80条の好意的解釈が，広範なオー
ストリア住民のあいだに真剣な抗議を呼び起こしたことも指摘しておかざる
をえない。すなわち第８0条は，セム人種帰属者のために，オーストリアの住
民多数者との人種的共同性を援用してオーストリア国籍の選択権を認めさせ
んとする根拠を提供するものではない，というのである。むしろ彼らにたい
しては，もしオーストリア共和国の国籍を望むのであれば－他の外国人の
場合と同様に－オーストリア国籍の付与を自由に申告するようさせるべき
だ，というのである('3)｡」
ユダヤ人をドイツ民族とは異質のセム人種とみなす内務省の見解は，ユダ
ヤ教を信仰するドイツ人を自称してきたウィーンの同化ユダヤ人にとって，
その足下を根底から堀り崩すものである。この見解によれば，ユダヤ「人種」
はすべて，同化ユダヤ人であっても，ガリツィアから出て来たばかりのユダ
ヤ人と同様，恩恵によってドイツ人の国家オーストリアに住まわせてもらっ
ているにすぎない。しかし内務省の回答は，なお世間の目にふれることなく，
事態は一見問題なく推移してゆく。オーストリア政府の人種的反ユダヤ主義
が本性をあらわすのは，1921年６月21日にキリスト教社会党と大ドイツ国民
党からなる第１次ショーパー政府が成立し，とりわけ大ドイツ国民党のレオ
ポルト・ヴァーパーが内務大臣に就任して以降である。
(1)Demsc〃e7tzg巴szei雌"３７.Jan､192Ｌ「東欧ユダヤ人の追放問題」とは，1919年
９月の外国人退去令をさす。
(2)ＤＣ郷jschenzgFszeij""＆１４.Jan、1921.
－５６－
第１次世界大戦後オーストリアにおけるガリツイア・ユダヤ人の国鰯問題（野村く中沢>）
(3)第１次世界大戦後のオーストリアで，1919年２月16日の恋法制定議会選挙では，社
会民主党が72議席を狸得して第１党となり，６９議席を獲得したキリスト教社会党と連
立を組んで政権を担当した。しかし1920年10月17日の第１回国会選挙では，社会民主
党はキリスト教社会党に敗北，連立政椛は解消して，社会民主党は野党に下ることに
なる。議会ではキリスト教社会党が85議席，とりわけ露骨な反ユダヤ主義を唱える大
ドイツ国民党その他が28議席の多数を占め，唯一反ユダヤ条項をもたない社会民主党
は69議席であった。1920年８月20日の施行令の作成は，同年６月11日にレンナー政府
が辞職した後，キリスト教社会党のマイアーを首班とし，大臣職を選挙結果にもとづ
いて比例配分したプロポルツ政府のもとで行われた。内務大臣は官僚でキリスト教社
会党系のプライスキーである。
(4)プリュン条約とは，1920年６月７日オーストリアとチェコスロヴァキアのあいだで
調印された国籍と少数民族の保讃に関する条約(条約の批准,発効は1921年３月10日）
である。その第９条では，サン・ジェルマン条約第80条の暖味さを是正して，言語を
民族的帰属の最も重要な指標とすることが明記されている。すなわち第９条において，
オーストリアとチェコスロヴァキア両国は，第80条の執行が「リベラルなやり方で」
行われることで合意し，「特に「raceと言語による」との文言については，一般に，
実際的には主として言語を民族的帰属の最も重要な指標として考慮することで合意し
た｡」
(5)Ｗ定ﾂｶﾞ〃jVb'１２℃"zej〃噂３.Feb、1921.
(6)ｉbid．
(7)サン・ジェルマン条約第80条の条文をふまえて，ガリツイアのユダヤ人の母語がイ
デイッシュ語であること，イデイッシュ語が言語的にドイツ語に近いことを示唆して
いる。
(8)ユダヤ人代表者委員会の覚替では第75条となっているが，第80条の誤りであろう。
オーストリア外務省もまたそのように認職している。
(9)AdR，Inneにs/Justiz，Bundeskanzleramt（以下ＢＫＡと略記する）／Inneres，
Allgemein，Ｚ147351．
ｑＯｉｂｉｄ
ｑＤｉｂｉｄ
ＵＤ第Ⅱ章１の注(7)参照。ここでも内務省は具体的な数字をあげ，ガリツイアの人口調
査でドイツ語を日常使用言語として回答するユダヤ人が減少していることを示してい
る。
(mlAdR,InneresﾉJustiz,ＢＫＡ/Inneres,AlIgemein,Ｚ1.47351．最後の一文は,国籍
選択権によらず，通常の手続きにしたがって国籍を申調する方法をさす。これについ
ては第Ⅵ章で述ぺる。
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Ⅳ1921年６月９日の行政裁判所判決
新内務大臣ヴァーバーは，前任者たちのように，サン・ジェルマン条約第
80条の解釈問題で思い悩む必要はなかった。彼の反ユダヤ主義のために，す
でに恰好の武器が用意されていた。それが1921年６月９日の行政裁判所判決
である。
裁判は,ウィーンに住むユダヤ教徒でリスコに本籍権をもつ商人モーゼス・
デュムが，内務省の決定を不服として，1921年２月２日行政裁判所に訴えた
ことに始まる。デュムの申立てによれば，彼は施行令にもとづきオーストリ
ア国籍を申請したが，そのさい施行令でいわれるドイツ語教育校の在籍証明
書を提出せず，かわりに彼がブローディ（東ガリツィアの都市）のドイツ語
高等学校に在籍したことを証言する３人の人物による宣誓供述書を提出した。
ところが内務省は，この宣誓供述書の有効性を検証することなく，デュムが
オーストリア住民のドイツ人多数者に属することを示す証明書を提出しなかっ
たとの理由で，1920年11月27日彼の申請を却下した。
結果から先にいえば，行政裁判所はデュムの不服申立てを棄却する。しか
し行政裁判所は，デュムという個別事例にのみ判断を下したのではない。判
決は，これまでの内務省のやり方全般をまつこうから否定するものであった。
内務省は，サン・ジェルマン条約第80条にもとづく国籍選択権については，
審査の重点を言語におき，人種的帰属については当局の裁量に委ねることで，
第80条の暖昧さを実践的に乗り切る所存であった。内務省の本音は，ユダヤ
人代表者委員会への回答で鱒呈されたとおりだとしても，それが表沙汰にさ
れることはなかった。ところが判決は，第80条に内在する暖昧さを無視し，
条文をきわめて杓子定規に適用する。ドイツ語使用者であることは，第80条
のもう一つの条件，すなわちドイツ人への人種的帰属という条件を同時に満
たすものではないとして，第80条にもとづくデュムのオーストリア国籍選択
権そのものを否認したのである。
判決はいう。サン・ジェルマン条約は，国籍の選択において言語ならびに
人種的帰属を条件としており，「それゆえ国籍の選択申請者が，その国の住民
多数者と同じ言語を使用しているだけでは不十分であって，さらに申請者は，
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住民多数者と同じ人種に属しているのでなければならない(1)｡」そのさい言語
的帰属は，人種的帰属の証明としては不十分である。なぜなら他人種の中に
住んでいる者は，生活の必要から他人種の言語を身につけ，何世代もその地
に住み続ければ，後の世代の者には他人種の言語が自らの日常言語となる。
しかしだからといって，その者たちの人種的帰属が変わるわけではない。言
語は個人によって任意に選択可能なものであるが，人種はそうではない。「人
種は，その者にとって先祖伝来で，先天的な，身体的，心理的要素によって
規定され，特徴づけられた，永続的性格をもつ特性であり，任意に取り去っ
たり，好み次第で変更したりすることのできない，その者の身にそなわった
状態なのである(2)｡」不服申立て人であるデュムは，ドイツ語使用者であるこ
とを示す書類は提出したが，「ドイツ人種への帰属を証明する具体的な指標」
については,それを提出するための努力を一切払っていない｡したがってデュ
ムがもち込んだ宣誓供述書の有効性を審査することは，無意味となる。行政
裁判所は判決理由をこのように述べて，デュムの訴えそのものを退けたので
ある。
人種の解釈に踏み込んだこの判決は，第１次世界大戦前の行政裁判所の判
決と比較して，重大な変更点を含んでいる.すでに述べたように旧オースト
リアでは，民族的帰属が問題になった場合，言語を一応の基準とするものの，
最終的には本人の帰属意識を尊重する主観主義が主流であった。行政裁判所
もこれにしたがい，言語の理解はその言語を使用する民族への帰属をただち
に意味するものではない，との見解を示し，民族的帰属に関しては，当事者
の自由な帰属意織を重視する判決が定着していた(3)｡ところが６月９日の判決
は，民族を人種と言いかえ，言語的帰属はただちに人種的帰属を意味しない
として，形式的には戦前の見解を繰り返しているものの，主観的な帰属意識
にたいしては一切の法的効力を認めず,次のようにいう。「なぜなら人種は個
人の自由な決定から独立した性格のものであり，それゆえその者の〔帰属〕
表明如何とは完全に独立しているからである(4)｡」判決は，サン・ジェルマン
条約第80条にもとづく国籍選択権の行使には,「ドイツ人種への帰属を証明す
る具体的指標」の提出が必要だとする。しかし同判決によれば，当人の帰属
意識はもとより，使用言語も出生地や本籍地も宗教も，後天的に穫得された
－５９－
金沢大学経済学部論集第16巻第２号１９９６．３
(>のはすべて，その者の人種的帰属を証明するものとはなりえない。結局判
決は，個人が自らの人種的帰属を証明することは不可能だといっているに等
しい。
この判決に，参審員全員が賛成したわけではない。判決に票を投じた５人
のうち，賛成は３人で，１人が棄権，「赤い男爵」と呼ばれたリベラル派のパ
ウル・ホックは反対票を投じた。票決の後にホックは発言を求め，次のよう
に述べる。「内務省は，そもそも「人種race」とは何であるか，我々から聞
かせてもらってさぞ喜ぶことでしょう。だがそれなら我々の判決理由の中で，
人種がどのように証明されるかについてもまた，世間に明らかにすべきでは
ありませんか。このような証明は，系譜学的証明によるしかない，というふ
うに(5)｡」
６月９日の判決は，以後，同様の裁判のモデルとなり，国籍選択権に関す
る不服申立ては，ほとんど例外なく棄却されることになった。
1921年12月１日にグラーツの女性教師マルタ・ツィトリーンに出された判
決も，同月19日にインスブルックのザームエル・ハカーに出された判決も，
判決理由は同じである｡ポーランドで生まれ,ポーランドに本籍権をもつツィ
トリーンは，出生地でドイツ語教育校と教員養成所に在籍し，オーストリア
のグラーツで教員試験に合格したことを根拠としてオーストリア国籍を申請
したが受理されず，またハンガリーで生まれ，当地に本籍権をもつハカーも
また，言語的帰属を証明したのみで，ドイツ人への人種的帰属の証明が欠け
ているとの理由で国籍選択権を否認された。行政裁判所に不服申立てを行っ
た彼ら両人は，その理由書の中で，サン・ジェルマン条約第80条のraceは，
人種という生物学的概念ではなく，同条約の少数民族保護に関する他の規定
からも明らかなように，民族性Nationalitatと解釈されるべきだとする。旧
オーストリアの憲法では，ユダヤ人はユダヤ教徒の宗教的共同体の構成者と
してのみ規定され，民族とは認められていなかった。ユダヤ人は，ユダヤ教
徒のドイツ人あるいはユダヤ教徒のチェコ人として，さまざまな民族性に帰
属してきた。このような歴史的経緯を考慮すれば，旧オーストリアにおいて
ユダヤ教を信仰するドイツ人とされてきた者に，いまさらドイツ人の民族性
を否認するのは理不尽であるとする。だが行政裁判所の判決は，人種や民族
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性について，あくまでも客観的な証拠を要求する。すなわちraceを人種と解
釈しようが民族性と解釈しようが差はなく，不服申立て人が提出した言語的
帰属の証明だけでは，人種や民族性への帰属を証明することはできない，と
するのである(6)。
1921年６月９日の判決は，法律学的観点から見ても問題点が多いとされる。
ハンス・リアマンは論文「人種と法」の中で，オーストリアの行政裁判所の
判決を次のように批判する。人種を法的概念として使用する場合には，社会
的な意味で用いるのか，人類学的な意味で用いるのかを区別しなければなら
ないが，この人種の解釈を誤った「典型的な例」がオーストリア行政裁判所
の判決である。サン・ジェルマン条約第80条での人種は，社会的人種の意味
で用いられているが，それを行政裁判所は人類学的な意味で解釈し，ユダヤ
人にたいして国籍選択権を否認している。しかるに人類学的に，ドイツ人種
なるものは存在しないのである。そして少数民族問題についてリアマンは，
ヨーロッパでの少数民族とは，つねに精神文化的な意味で共同体を構成する
少数者であり，身体的特徴によって多数者と区別されるのではないとする(7)。
だが法律学上の論議は，内務省のあずかり知らぬところである。ホックが
皮肉をこめて述ぺたように，内務省は行政裁判所の判決をえて大いに喜んだ
にちがいない。反ユダヤ主義，反社会主義，ドイツ民族主義を掲げる大ドイ
ツ国民党のヴァーバーが内務大臣に就任すると，この判決をたてに，東欧ユ
ダヤ人によるオーストリア国籍の申請はほとんど却下されることになる。
(1)SdJ湘沈Jzu碗ｇｄｅ７Ｅ７ｌｂｅ'0打Z"jssF“Ｖｂｍｍ'")9939℃）qicﾉi/s〃q/iﾖs)Ｊ9.ＸＬＶ（1921)，
AdministrativrechUicherTeil,zusammengestelltv・ＭａｘSchuster,wie、1922,
ｓ５５．
(2)ｉbid.,Ｓ､56．強網部分は，この判例集で隔字体で印刷されている部分である。以下
同様。
(3)SieheBIix,ａ・a､０，ｓ､47.
(4)StZ沈加此廼。‘ずＥｱﾙｾﾞﾌﾟl"'"jSsaS､56．
●●(5)Ｚit・ausOskarBesenbiick，Ｄ陀Ｆ１ｲﾛ9Ｆ“ノォitjiSc〃“Qptjo〃ｊ〃Ｏｓｊｅ泥ｊｃ〃
１ｍ8･I92aDiss・Wienl992,Ｓ,108.
(6)Ｓ囮沈沈雌"９．"Ｅ汰鍬"（"ｉｓｓａＳ１１６ｆｕ、128ｆ
(7)HansLiennann，RasseundRecht，ｉｎ：Zbifsch畝減γ‘池ｇＵｓ…ｔｅ
Ｓ/adzfsfd)ｉｓ…scAq/ＺＢｄ８５（1928),S309f．
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Ｖユダヤ人の「人種的」排斥
１内務大臣ヴァーバーの登場
1921年７月28日の左派系新聞「アーベント」は，内務大臣ヴァーパー登場
以降の新事態を報じる。
「ヴァーパー博士が内務省で活動を開始して以来，ユダヤ人は，国籍選択
方式でドイツオーストリア国民になることができなくなった。…事実は次の
とおりである。はじめ国籍の選択申請は，生粋のキリスト教社会主義者であ
る内務大臣グランツ博士のもとで行われたが，この間長いあいだ，ユダヤ人
の国籍選択権を否認することなど，内務省の誰にも思いつかなかった｡」国会
ではドイツ民族主義者により，ユダヤ人から国籍選択権を剥奪せよとの提識
もなされたが，しかし「キリスト教社会党の同胞たちは，こうした要求に全
く理解を示さなかったのである(1)｡」
ヴァーパー登場以前に問題がなかったわけではない。ガリツイアから来た
戦争難民のユダヤ人にたいしては，国籍選択権の審査が厳しく，また審査に
さいして係官の手心がものをいうことから，賄賂も横行した。だがこれまで，
マスコミが取り立てるほどの問題は生じていなかった｡1921年７月12日の｢ヴイー
ナー・モルゲンツァイトゥング」は，同じくユダヤ系の新聞「モルゲン」の
記事を引用しながら報道する。
「｢ヴァーバー博士が内務省のトップになった日から，国籍の選択申請の取
り扱いに新しいシステムが導入された｡」「モルゲン」紙が新システムと呼ぶ
ものは，すでに以前から存在してはいたが，おそらくまだ穴があったのだ。
ヴァーバー氏は，その穴を埋めようというのである。「モルゲン」紙は次のよ
うに報じている。「ヴァーパー博士にとって基準となるのは,国籍選択者がガ
リツィア出身であるかどうか，戦争難民であるかどうかということ，さらに
この二つの評価に値すべき特性と関連して，その者がユダヤ人であるかどう
かということである。ヴァーパー博士が国籍の選択申請の処理について最終
的な決断を下して以来，1914年以前からウィーンもしくはオーストリアに住
んでいなかった東欧ユダヤ人は，全くのところすべて退けられている…(2)」
ユダヤ人側は状況の変化を深刻に受けとめた。内務省の差別的な扱いにつ
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いて苦情を受けたウィーンのユダヤ人市議レオポルト・プラシュケスは,1921
年７月12日首相ショーバーにたいして事態を説明し，それを文書化して提出
した。
「〔ショーパー〕新政府の発足以来，内務省では，国籍の選択申請の処理に
関して新しいやり方が,－しかしユダヤ人申請者のみにたいして－広まっ
ています。たとえあらゆる法的規定がその者の申請の適法性を証明している
場合であっても，特に1914年以前からオーストリアの州内に住んでいなかっ
た東欧ユダヤ人や，あるいはそれどころか聞くところによれば，少なくとも
10年以上オーストリアの州内に住んでいる東欧ユダヤ人でさえ，申請を却下
されているのです(3)｡」
プラシュケスは，現在の内務省のやり方は，過去に内務省が示してきた方
針，すなわち人種という概念は実践的にも理論的にも使用に耐えないがゆえ
に，国籍選択権の審査においては言語的帰属を重視する，との方針に反する
とする。そしてユダヤ人の国籍選択権の審査が「党派的理由」によって左右
されることのないよう，首相にたいして取りはからいを請願した。
プラシュケスの請願書は，７月21日付けで内務省に送られる。ヴァーパー
は，ただちに首相宛ての回答「国籍選択権問題に関する内務省の公式見解」
を作成，ユダヤ人からの苦情に応酬した。ヴァーパーは回答を２部に分け，
第１部で1921年６月末までの審査のやり方を批判し，第２部では，内務省が
今後は厳しい審査方針でのぞむことを明らかにする。
まず第１部の冒頭からヴァーパーは述べる。
「私の就任以前，国籍選択権問題の処理については，自由裁量にきわめて
大幅な余地を認める，まことに不確実なやり方が横行していました。国籍の
選択申請者は，形式的に係官のところに押しかけ，個人的な話し合いによっ
て，自分が言語と人種にもとづきオーストリアの住民の多数者に帰属するこ
とを証明しようとしたのです。東欧ユダヤ人に関していえば，私は，ウィー
ンに住む東欧ユダヤ人の国籍選択申請もまた，社会民主党員も含めて地区行
政の代表者全員がその者の申請の却下を求めている場合でさえ，下級官庁の
申立てに逆らって，認可されていたということを指摘しておかざるをえませ
ん。…私見によれば，これまでの審査では，係官の個人的判断や個人的好意
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にきわめて大幅な余地が与えられ，ひいきがまかり通っていました(4)｡」
その結果ヴァーバーは，国籍選択権の審査において，議員や有力者の干渉
が幅を利かせることになったとする。このことは東欧ユダヤ人に知れ渡った。
彼らは，自分たちより不利な条件の者が有力者の力添えで国籍を取得した例
を引き合いに出し，自分の申請も認めるよう係官に迫っている，というので
ある。このように混乱した事態には，終止符が打たれねばならない。そこで
ヴァーバーが切り札のごとくもち出したのが，６月９日の行政裁判所の判決
であった。すなわち今後の方針を述べた第２部でヴァーパーは，審査はこの
判決に依拠すぺきこと，したがって申請者は言語的帰属を証明するだけでは
不十分であり，人種的帰属も証明しなければならないことを明らかにする。
ヴァーバーはサン・ジェルマン条約の条文そのものにはふれず，彼が回答に
添付したのは，６月９日の行政裁判所判決の抜粋であった。ヴァーパーの方
針は，内務省の全官吏にたいして徹底されることになる。
東欧ユダヤ人難民の追放を要求する反ユダヤ主義者たちは，ヴァーバーの
登場で勢いづいた。1921年７月15日の反ユダヤ新聞「ライヒスポスト」は，
７月12日の『ヴイーナー・モルゲンツァイトウング」が取り上げたのと同じ
「モルゲン」の記事を転載して，ガリツィア出身で，しかもユダヤ人で，同
時にドイツ民族に属するなどということがありえようか，とコメントする。
ガリツィアのユダヤ人はドイツ人ではないのだから，ヴァーパーがガリツィ
アのユダヤ人であるかどうかを国籍選択権の審査基準にするのは当然だ，と
いうのである。「ライヒスポスト」は，古来ユダヤ人がそれぞれの居住地に適
応して生活してきたことを皮肉りながらいう。ガリツィアのユダヤ人がオー
ストリア国籍を取得したいがために，いまでは自分のことをポーランド人と
もウクライナ人とも感ぜず，かつての故郷との絆を一切断ち切ったと証言す
るなら，これは恐ろしいことだ。その者は新しい故郷にたいしてもまた，同
様の振る舞いをするにちがいない。ある日オーストリアの景気が悪くなれば，
オーストリア国民になりたいとの欲求など雲散霧消し，このユダヤドイツ人
は,今度は｢オーストリア人ともドイツ人とも感じない」と言いだすだろう(5)。
他方でユダヤ系の新聞はもとより，大ドイツ国民党のやり方に批判的な新
聞各紙は，一斉にヴァーパー批判の論陣を張った。1921年10月10日の「アー
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ベント」は，「ヴァーパー博士の職務執行」と題して，その人種主義が生み出
した滑稽な例を紹介した｡同紙に寄せられた投書によれば,1882年からウィー
ンに住み，ウィーンですべての学校教育を受け，ウィーン銀行協会に勤務す
るユダヤ人が，ドイツ民族への帰属を証明できないとの理由でオーストリア
国籍の選択権を否認された。ところが同じ条件のもとで，彼の３人の兄弟に
はオーストリア国籍が認められたのである。投書はいう。「同じ家族内で，同
じユダヤ人の家族内で，誰がドイツ民族に属し，誰が属さないか厳密に確定
できるとは，ヴァーパー博士はなんてすばらしい人種理論家なのでしょう。
オーストリアの学問が衰退しているという最近よく耳にする嘆きは，全く根
拠がありません。ヴァーパー博士がおられるかぎり，血のつながった兄弟の
あいだでさえ人種の相違を確定できるほど人種理論に精通したヴァーパー博
士がおられるかぎり，オーストリアの精神生活の将来に懸念は無用です(6)｡」
(1)、〃ADC"dl28Julil921．
(2)Ｗ制FD0cWI化,69F潅威脚嘔１２Julil921．
(3)ＡｄＲ,Inne正sUustiz,ＢＫＡ/Inneres,Allgemein,Ｚ1.1596.
は）ＡｄＲ,Inner巴sﾉJustiz,ＢＫＡ/Inneres,A11gemein,Ｚ1.1596/１．
(5)Ｒｅ允AlsPos415Julil921．
(6)ＤＣγA6e1udI1qOkt､1921.
２ユダヤ人の「人種的」排斥
パリに本部をおく全イスラエル連合は，オーストリアでの新事態を重く見
て，1921年11月17日国連にたいして「サン・ジェルマン条約第80条の適用に
関する覚書」を提出する。覚書が問題としたのは，オーストリア政府が第８０
条のraceを「人種的な意味」で悪用し，ユダヤ人の国籍選択権を否認してい
ることであった｡覚書はこの語について，旧オーストリアを構成してきた｢領
域的な意味での民族性」と解釈されるべきだとし，それらを区別する指標は
言語であるとする。したがって旧オーストリアのユダヤ人には，その使用言
語がドイツ語であることによって，オーストリア国籍を選択する権利が認め
られるのでなければならない。そもそも旧オーストリアにユダヤ教徒は存在
したが，「ユダヤ人種」も「ユダヤ民族も」存在しなかったのである。現にこ
れまでのオーストリア政府は，第80条をそのように適用してきた。覚書はい
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う。「ここで強調されるべきことは，現在の政府が発足するまで，第80条につ
いて，他の解釈は聞かれなかったということである｡」覚書は，国連が少数民
族の保謹をその責務とすること，第80条は少数民族の保護に関する規定を含
んではいないが，その誤った適用によってユダヤ人が不利益を被っているこ
とを指摘し，国連がこの問題に介入するよう要請する。覚書には付録資料と
して，ユダヤ人の国籍選択権が否認された典型的事例も添えられていた(1)。
この時期国連に覚書を送ったのは，全イスラエル連合のみではない。イギ
リスのユダヤ人を代表する団体からも同趣旨の覚書が送られ,このことは1921
年11月25日の「ヴィーナー・モルゲンツァイトウング」でも報道される。こ
れらユダヤ人団体の連携した運動の背景には,「ドイツオーストリア・ユダヤ
人同盟」から，パリの全イスラエル連合やイギリス，イタリアのユダヤ人有
力者にたいして行われた積極的な働きかけがあった｡「ドイツオーストリア・
ユダヤ人同盟」もまた,時を同じくして国連に覚書を提出している(2)｡ユダヤ
人がそのヨーロッパ的連絡網をいかし，国連にたいして一斉に働きかけてい
たことがわかる。
オーストリア外務省は，1921年12月30日付けで内務省に全イスラエル連合
の覚書について通知し，同年２月のユダヤ人代表者委員会による覚書の時と
同様，しかるべき回答の作成を依頼する。外務省は，第80条の解釈論争を正
面から受けて立つことには及び腰であった。外務省は，ユダヤ人代表者委員
会の覚書にたいして先に示された内務省の人種の解釈を，このたび「国連に
たいして押し通すことは困難」とみる。国連の場で人種の解釈に立ち入るの
は，得策ではなかった。そこで外務省は内務省にたいし，第80条にかかわる
部分について次のような回答案文を示す。
「〔覚書で〕主張されたオーストリア当局による第80条の誤った解釈につい
ては，次のことを指摘したい。すなわち第８0条は，国籍選択権とその権利の
行使についての規定のみを含み，少数民族の保護に関するいかなる規定も含
んではいないということである。国際連盟には，国籍選択権に関するサン・
ジェルマン条約の規定の適用を監視する権限はない。したがって当該の異議
申立てのこの部分に関しては，事柄自体にたちいって反論することは不要で
ある(3)｡」
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外務省から通知を受け取ったヴァーバーは，外務省の意向と案文に全面的
に同意する。しかしヴァーパーは，案文末尾の「したがって当該の」以下の
一文はなくてもよいのではないかとし，かわりに以下の文章を追加するよう
提案した。
「しかしこの件とは別に国際連盟への情報として，下記のことを言い添え
ておきたい。オーストリアでは19万件，少なくとも60万人に相当する者たち
から国籍の選択申請が出されたが，当局はこれらの処理にきわめてリペラル
な態度で〔ヴァーパーの原稿では下線がほどこされている〕のぞんだ。さら
にいえば，オーストリアの法律にもとづき市町村で国籍の付与を申請する道
は，誰にたいしても開かれているのである。オーストリアは人口過剰である
にもかかわらず，これらの申請もまた，可能なかぎり好意的に処理されてい
る。オーストリアのユダヤ人の数がいささかも減少していないことは，特に
強調されてしかるべきであろう。ユダヤ人はオーストリアで経済的，社会的
に有利な地位にあり，それゆえ近隣国からオーストリアへ，特にウィーンへ
流入するユダヤ人は並外れて多い。そしてこれらのユダヤ人はみな，オース
トリア国籍を確保しようとするのである。〔全イスラエル連合のからの〕苦情
にも，ユダヤ人の国籍取得をさらに容易にしようとの試みがみてとれる。し
かしオーストリア当局の好意的な措置を考慮すれば，そうしなければならぬ
いささかの理由もない。さらに，すでに数多くのユダヤ人家族が－ユダヤ
人側の史料によれば５万，実際にはこれをはるかに上回るだろうが－オー
ストリアに避難地を見出しており，しかも遺憾なことに，彼らは経済生活に
不利益な影響を及ぼし，国民大衆の困窮をいっそう増大させただけとあって
は，なおさらのことである。それゆえオーストリア政府は，すべてのユダヤ
人を国民として受け入れることにたいして責任を負いかねる。彼らの受け入
れによってユダヤ人にたいする人々の反感がさらに強まり，それによって当
地のユダヤ人住民の利益まで損なわれるという事態もありうるであろう(4)｡」
正式の回答では，「したがって当該の｣以下はヴァーバーの提案どおり削除
され，またヴァーバーの示した追加文は，最後の「それゆえオーストリア政
府は」以下の脅し文句を除き，大筋でとりいれられた。
国家なき少数民族の保護は国際連盟の責務だ，と全イスラエル連合はいう。
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しかしそれは,理念以上のものではなかった｡ユダヤ人側から覚書を受け取っ
た国連は，覚書とオーストリア政府のあいだを仲介したが，結局この問題に
ついて，いささかの影響力ももたなかった。国籍選択権の問題は，オースト
リアの内政問題として処理されるにまかされる。そのオーストリア政府の内
部で，ヴァーパー批判の声がなかったわけではない。何よりも首相のショー
パーが，ヴァーパーに批判的であった。
第80条の問題は，アメリカのユダヤ人にも知れ渡る。ニューヨークの「ユ
ダヤ新聞」の編集者は，インタビューにさいしてショーパーに，アメリカの
ような自由主義諸国の好意を期待している敗戦国オーストリアが，この問題
に関して｢かくも反自由主義的｣な態度をとるのはなぜか,と質問する｡ショー
パーは,慎重ながらも次のように応える。「お見受けしたところあなたが大い
に関心を抱いておられるこの問題に関して，残念ながら私は，細かい事柄に
立ち入ることはできません。しかしあなたに申し上げておきたいことは，私
は国籍選択権問題について，内務大臣とは全く反対の立場をとっているとい
うことです(5)｡」
首相府と内務省との見解の相違は，同時期の首相府の内部文書でも明らか
である。1921年11月「ドイツオーストリア・ユダヤ人同盟」は，国連に覚書
を送る一方で，オーストリア国内でも首相にたいし，ユダヤ人にたし､する不
利な扱いを是正するよう申し入れを行ったが,この件を内務省に通知する1921
年12月30日付けの首相府の文書には，末尾に次のようなメモが記されている。
「首相府では内務省の見解とは明砿に対立し，サン・ジェルマン条約第８０
条の「race」をエスニックな意味での人種ではなく，主観的な意味で，すな
わち民族的帰属意滅，民族自決の意味での民族性と理解する見地をとるであ
ろう(6)｡」
さらに文書の欄外には手書きで，フレーリヒの論文「サン・ジェルマン国
家条約が我が国の憲法に及ぼす影響」をあげ，本稿第II章で引用した箇所の
含まれるページの参照を求めている。
しかし1921年当時のウィーンでは，ドイツ民族主義を掲げる団体によって
連日のように反ユダヤ集会が開かれ，彼らのユダヤ人難民追放要求は広く一
般市民の共感を集めていた(7)｡首相ショーパーにしても,世論の不評を覚悟し
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てまで,この問題に深入りする気はなかったであろう｡1922年１月22日ヴァー
パーは内務大臣を降りる｡１月27日に発足して５月24日まで続いた第２次ショー
バー内閣では，ショーバーが首相と内務大臣を兼任した。しかしユダヤ人の
国籍選択権に関して事態の好転はなく，５月31日から翌年４月16日まで続い
たザイペルの内閣では，再びヴァーバーと同じ大ドイツ国民党のフランクが
内務省を握った。内務省によりいったん否認された国籍選択権は，一部の例
外を除き，行政裁判所の判決によって覆えることはなかった(8〉。
1928年３月21日にもなお行政裁判所は,ユダヤ人の国籍選択権に関し,1921
年６月９日の判決と同じ判決理由を繰り返す。この判決を取り上げた1928年
３月30日の「新自由新聞」の記事によれば，東ガリツイアのスタニスワウで
生まれ，そこに本籍権をもつシェーンフェルトは，サン・ジェルマン条約第
80条にもとづきオーストリア国籍の取得を申請したが，1921年11月28日内務
省により，人種的・言語的にドイツ人に帰属するとの証明がなされていない
という理由で却下された。シェーンフェルトはこれを不服として行政裁判所
に訴えたが，その判決が，実に６年以上もたった1928年３月21日に下された
のである。しかし行政裁判所は見事な一貫性を貫き，ドイツ語教育枝での在
籍は，ドイツ人への人種的帰属の証明にはならないとする。
「新自由新聞」の編集部は，記事の最後に括弧付きで，次のようにコメン
トした。「｢人種」という語が，講和条約のフランス語原文からドイツ語版へ
の，異論の余地なしとはいえない翻訳によって登場したということ，このこ
とはすでに繰り返し指摘されてきた。フランス語のraceは,我々のところで
この語に付与されたような意味をもはやもっていない。それに，そもそも純
粋な人種の存在については，多くの学者によって否定されているのである。
それゆえ人種的帰属の厳密な証明など，ほとんどなしえないであろう(9)｡」
(1)ＡｄＲ,Inne１℃sZJustiz,ＢＫＡ/Inner巴s,Allgcmein，ZL1571．
(2)Ｆｾs＃Scﾙ蛾ｚ”F12fbγｄｂｓ”ﾉﾋﾞｶﾞﾙｳﾞｵ9℃〃BGSda1zdbsdeγＵ)z”ｊｚＯｓ陀擁jbjIjSC〃ｃ７ｚ●●
ノiu娩沁Wienl937,Ｓ-92.
(3)ＡｄＲ,Inner巴sﾉJustiz,ＢＫＡ/Inneres,AUgemein,Ｚ1.1571.
(4)ｉbid
(5)リリ姥"ｅＷＭｂｊｉｇＵ輝ej雌嘔１６.Nov､１９２１
(6)ＡｄＲ,InneresZJustiz,ＢＫＡ/Inne正s,Allgemein,Ｚ11596/2．
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(7)前掲拙稿「戦間期オーストリアの反ユダヤ主義1918-1925」参照。
(8)例外的なケースとは，同一家族や兄弟間で，ヴァーパーの内務大臣就任以前にオー
ストリア国籍の選択権を認められた者と，就任以降の審査で否認された者とがでた場
合である。このような三つのケースについては，さすがに1922年３月27日，同年４月
２４日および1923年10月22日の行政裁判所判決で，内務省による否認が撤回されている。
同一家族や兄弟間で人種的帰属にもとづく国籍選択権に差がでるという奇妙な例は，
ヴァーパー就任後の内務省の方向転換を明らかに示しているが，この例の該当者はな
お300人いた。彼らの法的救済に尽力したのは「ドイツオーストリア・ユダヤ人同盟」
（1931年に「オーストリア・ユダヤ人同盟」と改称）である。1937年に同盟の設立５０
周年記念集を刊行したオルンシュタインは,同盟のこの活動を紹介しているが(歴s#schが
ご"γ犀彪γｄｂｓ５Ｗｈ別Ｉ)fgF"Ｂ恩s【α"“ｄeγＵ"わ〃Oste”jcﾉbiSch“んぬれ,Ｓ､93)，
上記の1922年や1923年の三つの判決以降，ユダヤ人の国籍選択権に関して行政裁判所
の判決が好意的になったという書き方はしていない。５０周年記念集のこの箇所に依拠
して，行政裁判所の判決がペルナツィークの主観主義の原則に戻ったとするモーザー
OonnyMoser,DieKatastmphederJudeninOsterreichl938-1945,ｉｎ：SlWditz
〃dZzjmAzus/流ｎｍ,Ｎｒ５（1977),Ｓ､92).およびそのモーザー依拠して,以後反ユダヤ
主義者から東欧ユダヤ人の追放を要求する法的根拠が奪われたとするホルダー(Beatrix
Holter,、花０s〃鍼ｓｃｈｅＫｱｾﾞ`WiIjjchfﾉﾉ打深ｉ〃ＷｉりれI9I4-I92aSalzburgl978,Ｓ、
９１）の記述は正徳ではない。本章で取り上げた1928年３月21日の判決を参照.
(9)１Vb酢ｅＦ》ＰｊｅＰ"s“３０.Marzl928．
Ⅵ国籍問題のその後
1921年11月22日の財務委員会でヴァーパーは，国籍選択権にもとづくオー
ストリア国籍の申請は20万件あり，そのうち18万件が審査済み，と報告する。
未審査のものも12月中旬までには完了する予定であった(1)。
財務委員会の席上，社会民主党の議員ザイツが，内務大臣は，少しでもユ
ダヤ人と疑わしき者の申請を残らず却下するよう指示している，と食い下が
る。しかしヴァーパーは一歩も譲ることなく応えていう。国籍選択権の審査
基準はきわめて暖昧であったため，内務大臣である自分が確固たる見解を示
し，係官たちに徹底することが必要であった，と。その結果が人種的帰属の
「身体学的」証明の要求であったわけだが，財務委員会でのやりとりを報じ
た「ヴイーナー・モルゲンツァイトウング」は，皮肉たつぶりにコメントす
る。しかしキリスト教の洗礼を受けたユダヤ人による申請は，即座に認可さ
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れているではないか。キリスト教に改宗したユダヤ人は，その時から身体学
的にユダヤ人ではなくなるのか｡｢アーリア人がユダヤ教に改宗することだっ
てありうるだろう。だがそのことによって，その者の人種的帰属が変わるわ
けではあるまい(2)｡」
1921年の内務省の資料によれば,却下されたユダヤ人の国籍選択申請は24,486
件，人数にしてほぼ75,000人に相当した(3)。
旧オーストリアのユダヤ人は，サン・ジェルマン条約第80条にもとづく国
籍選択権を否認された場合，もし何の手続きも講じなければ，その本籍地が
属する国家の国民となった。ガリツィアに本籍権をもつ者は，たとえドイツ
語使用者であってもポーランド国籍となる。もしそのような者がどうしても
オーストリア国民になりたいのであれば，サン・ジェルマン条約に頼らず，
通常の国籍取得手続きを踏めばよいではないか，というのがヴァーパーの言
い分であった。1920年10月１日のオーストリア共和国新憲法第６条は，オー
ストリアのいずれかの市町村で本籍権を取得すればオーストリア国籍を取得
できる，と定めているからである(4)。この通常の手続きは,戦争難民にも開か
れている。反ユダヤ主義者ヴァーパーにとって我慢がならないのは，アーリ
ア人ならざるユダヤ人がドイツ人面をし，当然のごとく第80条の国籍選択権
を要求している事態なのであった。
1921年７月に提出した「国籍選択権問題に関する内務省の公式見解」の中
で，ヴァーパーは反ユダヤ感情をあらわ}こして述べる。これまで審査が寛容
であったことをよいことに，サン・ジェルマン条約第80条にもとづく国籍選
択権がユダヤ人によって悪用されており，それでなくとも現在の国家が苦し
んでいる人口過剰が,｢人種的に我々とは異なる者たちによっていっそう激化
している｡」ユダヤ人はオーストリア国籍がほしいのであれば，まず当該の市
町村に所定の税金を払って本籍権を取得し，それから国籍を取得するという
通常の手続きを踏めばよい。ところが「非常に多くの裕福な東欧ユダヤ人」
がこの税金を惜しんで，その資格もないのに国籍選択権の行使に頼ろうとし
ているのだ(5)。
1921年７月28日の「大オーストリア国民新聞」は，新内務大臣ヴァーパー
とのインタビュー記事を掲載した。ヴァーパーは，世論に向かってあらため
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ていう。行政裁判所の判決はサン・ジェルマン条約にしたがったものであり，
内務大臣はそれに干渉することはできない。しかし条約が厳しく適用される
としても，それによってオーストリア国籍の申請者が｢償いようのない損害」
をこうむるわけではない。「彼らは,市町村の決定によって国籍を取得する正
規の方法を取るよう指示されたにすぎない｡」多くの者が，金をもっているの
に正規の方法を取らず，行政裁判所の判決に不平をならすのは，本籍権の取
得にかかる税金を惜しんでいるからだ(6)。
1896年12月５日に改正された本籍権法によれば，ある市町村で本籍権を取
得できる資格は，原則的に成年に達していること，成年に達した後，自らの
自由意思でその市町村に10年以上継続して居住していること，そのあいだに
生活保護を受けていないこと，であったが，１０年の継続居住をみたしていな
い者も，当該市町村の裁量により本籍権を取得することが可能である。国籍
問題でにわかに着目されることになった本籍権の取得について，1921年９月
26日の「モルゲン」は，ウィーン市の当局者による説明を掲載した。
「まず第１に，すでに戦前からウィーンに定住所をもっていた〔本籍権〕
申爾者はすべて，ただちに例外なく本籍権を付与されます。戦争難民から出
された申請についての決定は，本籍権の取得が申請者にとって必要不可欠で
あるかどうか，にかかっています。この「必要不可欠」という概念には，確
かにさまざまな解釈の余地があります。しかし私はきっぱりと，いくつかの
例をあげて，実務は考えられうるかぎりきわめてリベラルに執行されている
と証明することができます。…民族性や宗教は，本籍権を認める，認めない
という問題には，全く関係ありません。特に労働者や従業員，学生など，本
籍権の取得が死活問題である者には，例外なく認められるでしょう。しかし
商人や，工場主，自由業者も，その営業が正規のものであることと国家にた
いする義務の履行とが証明されれば，本籍権を保証されます。…〔本籍権の
取得にかかる〕所定の税金は，純粋な金額としてはたしかに値上げされまし
たが，収入の増加にてらせば，戦前よりはるかに安いのです。…我々はこれ
からも，国籍選択権の執行にみられる内務省の残酷さが，我々が関係するか
ぎりで緩和されるよう，決意を固めています(7)｡」
本籍権の取得にかかる税金は，所得とウィーンでの居住年数によって28段
-７２－
第１次世界大戦後オーストリアにおけるガリツイア・ユダヤ人の国鰯問題（野村〈中沢>）
階に分けられ，たとえば年収20万クローネで居住年数が５年に満たない場合
は9,000クローネ。居住年数が20年以上の場合は2,500クローネとなる。年収
が100万クローネある者は,居住年数が５年に満たない場合には８万クローネ
支払わねばならないが，２０年を越える場合には２万クローネでよい。最低税
額は，年収１万クローネで，居住年数が20年を越える場合の20クローネであ
り，最高額は約10万クローネである(8)。
ウィーン市当局は，戦後のインフレで所得額が上がっていることを考えれ
ば，この税額は高くないとする。確かに戦後オーストリアのクローネの価値
は日に日に急速に下落しており，税額の相対的な高さを評価することは難し
い。しかし「ウィーン日曜・月嘱新聞」は次のように書く。
「しかしながら本籍権の取得は，きわめて高額の税金（６万クローネまで）
を払い込んだ後に初めて可能となるのである。まるでウィーン市は，この高
額の税金が市の金庫に流れ込むよう，〔内務省による国籍選択権の〕棄却に関
心をもっているかのようではないか。もちろんこのやり方でウィーンの本籍
権取得を許可され，それによってオーストリア国籍取得の見込みがえられる
のは，裕福な者たちだけである。他方で貧しき者たちは，ヴァーバー博士の
慈悲や無慈悲に運命をゆだねられているのだ(9)｡」
要するに金さえあれば，東欧ユダヤ人であってもさして問題はなかった。
1921年11月23日の『ヴイーナー・モルゲンツァイトウング」は，はき捨てる
ようにコメントをつける。「つまり金持ちのユダヤ人にはみな,抜け道がある
というわけだ。しかし戦中，戦後，ここでまじめな仕事にいそしんできたユ
ダヤ人にとっては，むなしいばかりだ(１０)｡」1914年９月，東ガリツイアから最
も早い時期の戦争難民の子としてウィーンに来たミナ・シフマンもまた，成
長して当時の難民問題を再認識し,回想録｢どうして振り返るの｣の中でヴァー
パーのやり方を批判する。国籍選択権がこのように執行されたのでは，「東欧
ユダヤ人は，一体全体どうやってウィーンに居を定め，オーストリア国籍を
取得することができようか｡多くの東欧ユダヤ人は,第80条にもとづいてオー
ストリア国籍を選択したのではなく，通常のやり方にしたがい，所属する州
政府で国籍の付与を申請した。経済的に比較的豊かな人々については，付与
にさいしてほとんど何の障害もなかった(１１)｡」
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確かにウィーンの当局者による説明は，口先だけのものではなかった。第
１次世界大戦後のオーストリアでは,ユダヤ人口の90パーセント以上がウィー
ンに集中する('2)｡そのウィーンで1919年５月４日に実施された州および市議
会選挙で,社会民主党は１００の議席を狸得して圧勝，キリスト教社会党の50議
席，ドイツ民族派の３議席に大差をつけた｡社会民主党が支配権を握った｢赤
いウィーン｣は,本籍権の付与に関して難民に寛容に対応した｡とりわけウィー
ンが1922年１月１日にニーダーエスターライヒ州から分離し，独立の行政区
となってからは，国籍選択権を否認されたユダヤ人にたいして本籍権を与え，
1919年９月の外国人退去令を骨抜きにしてしまう('3)｡1920年から1925までウィー
ンで本籍権を取得した者のうち，非ユダヤ人は総計16,237人であったのにた
いし,ユダヤ人だけでその人数は20,360人｡このうち2,814人が1922年に,10,364
人が1923年に集中して取得している。1923年のユダヤ人取得者10,364人に非
ユダヤ人取得者4,436人を合わせた計14,800人について,もとの本籍地を見る
と，その50.9パーセントがガリツイアであり，これにハンガリーの18.9パー
セントが続く｡1922年の取得者についても同様に,47.7パーセントがガリツイ
ア出身であった('4)。
社会民主党をユダヤ人の御用政党よばわりしていた大ドイツ国民党は,1924
年12月10日の党紙「日刊ドイツオーストリア」で，当時の「赤いウィーン」
の政策を社会民主党の得票数伸ばしのためだったと非難する。
「社会民主党員が市役所の支配権を握るやいなや，戦争中のみならず，そ
の直後も，東から，つまりポーランドやハンガリーから大挙してウィーンに
なだれ込んだユダヤ人どもへの市民権付与が始まった。そうした何千ものユ
ダヤ人家族に，ウィーンの本籍権が付与されたのである。…かくて社会民主
主義者たちは，ウィーンでの選挙の勝利を大部分ユダヤ人に，ユダヤ人のう
ちでもまず第１に移住してきた東欧ユダヤ人に負っているのである｡…ウィー
ン市役所の社会民主主義者たちは，社会民主党に投票するよう確約させた上
で,これら何千人もの東欧ユダヤ人にウィーンの本籍梅を付与したのである('5)｡」
しかしウィーン市の救済にも限界があった。問題は，全く所得がなく，本
籍権を申請する資格さえもたない｢貧しい人々」であった｡社会主義者ブルー
ノ・フライは，第１次世界大戦後のウィーンでユダヤ人最貧民層の実態を調
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査し，1920年に写真入りで「ウィーンのユダヤ人の貧困」を出版する。その
中でフライは「難民の家」と見出しを付けて次のように書く。
「ヘルナルス大通りのエルタライン広場からほど遠くないところに，２軒
の小さな荒れ果てた家があった。１軒は２階建てで,もう１軒は平屋である｡」
家の所有者であるウィーンの銀行は，それらを壊して新しい銀行を建設する
予定だったが，戦争ですべての計画がつぶれ，そこに住み着いた戦争難民が
「荒れ果てた家の主」になった。いまでは家賃もとられぬかわりに，誰も彼
らにかまう者はいない。彼らは家ごと社会から見棄てられた状態だ。大きい
方の家にはユダヤ人家族が18組と非ユダヤ人家族が１組，小さい方にはユダ
ヤ人家族が５組と非ユダヤ人家族が３組住んでいる。その難民で満杯の家で
は，表通りと中庭を結ぶ湿っぽい通路まで寝場所に使われ，そこに，老いて
ひどいリューマチの女が横たわっていた。プコヴィナ出身のユダヤ人である
彼女は，周囲の人や同郷人の同情にすがって，かろうじて生きている('6)。
ミナ・シフマンのいう「経済的に比較的豊かな人々」は，少数者でしかな
かった。ユダヤ教徒の埋葬はユダヤ人ゲマインデの手で行われたが，フライ
の示した1918年のユダヤ人埋葬者の埋葬料金別分布を見ると,埋葬者4,035人
のうち，最も高額のl等から３等までの合計が678人，４等が1,356人，無料
埋葬の対象者が2,001人で,ゲマインデの救貧に頼る無料埋葬者が50パーセン
ト近くを占める｡４等以下の貧困層の合計は,全体の83パーセントにのぼる('7)。
本籍権の取得と同時に救貧義務が生じるような貧しい難民を，どの市町村
が引き受けるであろうか。収入のない者には，そもそも本籍権を申請する資
格がないのである。オーストリアは，貧困者にたいする救貧義務を原則的に
その者の本籍地に負わせており，本籍権とは何よりも，貧困に陥った時に援
助を受ける「権利」を意味した。それゆえどこからも生活保護を受けていな
いことが，新たな市町村で本籍権を申請するさいの条件とされるのである。
貧困者が必ずしも居住地で援助を受けられない本籍権の制度には，かねてよ
り批判の声もあがっていた。人口の流動化にともない，本籍地と実際の居住
地の不一致がますます進行していたからである。1918年11月27日の国籍法の
国会審議で，法案説明に立ったシャハルもまたこの制度を批判し，将来的に
はオーストリアも，社会福祉的事業を国家の社会政策として実施すべきだと
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述ぺる('8)。しかし救貧義務を市町村の自治に委ねる特殊オーストリア的な本
籍権は，大幅な近代化を施されることなく，1938年のドイツとの合邦まで維
持された。
国籍や本籍権の有無にかかわりなくユダヤ人の救貧援助にあたったのは，
結局ユダヤ人ゲマインデであり，ユダヤ人の慈善家である。1930年にユダヤ
人ゲマインデによって発行された冊子「我々の福祉事業」は，「ユダヤ人によ
る」福祉事業の必要性を説いていう。
「オーストリアでは社会福祉の主要な担い手は，現行法によれば国家と州
のほか，市町村とされている。そして社会的援助の要請や，公立の教育施設，
孤児院，病院，養老院への入所には，オーストリア国籍をもっていること，
つまりオーストリアの市町村に本籍権をもっていることが前提とされる｡｣と
ころがすでに２，３０年来ウィーンに住んでいるユダヤ人や，第１次世界大戦
中ウィーンに来たユダヤ人難民たちには，いまだにオーストリア国籍を取得
できないでいる者が多数いる。「彼らの多くは社会の最貧民層に属するのに，
公の社会福祉から閉め出されているも同然なのである｡｣それゆえ本籍権の有
無に区別を設けず，ユダヤ人の困窮者全員を対象とする，ユダヤ人による社
会福祉が必要とされるのであるい,)｡1929年のゲマインデの総支出630万シリン
グのうち,214万４千シリングが社会福祉にあてられたが，それでも援助にた
し､する需要をまかないきれないのが現状であった(２０)。
1919年の外国人退去令や，ガリツィア・ユダヤ人のオーストリア国籍選択
権にたし､する不当な妨害は，オーストリア政府によって執行された公認の反
ユダヤ主義である。そしてこの反ユダヤ主義は，金の力によってそれに抵抗
する術をもたないユダヤ人貧困層を最も苛酷に打った。内務大臣のロから公
然と語られたユダヤ人にたし､する人種的排斥論は，ユダヤ人難民問題が一段
落した後にも衰えを見せず，ユダヤ人全体を無差別に排斥する全面的反ユダ
ヤ主義へと展開してゆく｡それは,ウィーンの同化ユダヤ人をも容赦しなかっ
た。シュテファン・ツヴァイクやフロイトを追放したオーストリアの反ユダ
ヤ主義は，決してナチス・ドイツからの輸入品ではなかった。
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(1)Ｗｉｂ"ｅｒﾉ吻廻泡潅ａｍｌＺｇ２３・Nov､1921.20万件というのは，サン・ジェルマン条
約第78条によるものと第80条によるものとを合わせた数字であろう。1922年１月10日
付けのヴァーパーの文書（第Ｖ５章２の注(4)）には，オーストリア国籍の選択申請は
１９万件で，少なくとも60万人に相当すると記されている。
(2)ｉbid
(3)Besenb6ck，ａ・a､0.,ｓ134.
(4)1920年10月１日のオーストリア共和国恋法第６条は，国籍と本籍権の関係について，
オーストリアのいずれかの市町村に本籍権をもつことが州民権Landesbii屯erschaft取
得の前提となるとし，州民椛の取得によってただちにオーストリア共和国国籍
Bundesbii壇erschaftが取得される，と定める。この憲法への移行措麗として，１９１８
年12月の国籍法やサン・ジェルマン条約の国籍週択権にもとづき，本籍梅をもつこと
なくしてオーストリア国籍を取得済みの者については，移行法第14条により，第６条
の前提を満たしていなくてもそのまま国籍が認められた。彼らの本籍権および州民権
は，1925年の本籍権法改正により砿定された。
(5)ＡｄＲ,Inne肥s/Justiz,ＢＫＡ/Inneres,A11gemein，Ｚ1.1596/１．
(6)Ｇ"βedsfel9'ぜたｈｊＳｃｈｅＷﾉﾙszEjfz`"＆２８.Julil921．
(7)Ｄ〃ﾉMblgm,２６.Sept、1921.
(8)、髄"〃ＭｂＰｇＵ"ze""如ｇＢ１２､Julil921、Wib"〃so"〃＆Ｍｂ"/429s=Zbi”〃＆２６．
Sept､1921．この新税額は1921年７月15日の市議会で提案された。
(9)Ｗｉｾ"〃ｓｏ"〃＆ﾉMblomgs=率！〃３１９.Sept、１９２１６万クローネの根拠は不明。
本籍権の取得で，課税対象年収の最低は１万クローネに設定されている。生活保護の
対象者は本籍椎を申請する資格をもたない。年収が１万クローネでウィーンでの居住
年数が５年に満たない場合,税額は500クローネ,すなわち年収の５パーセントに当た
る。（、〃"z〃ﾉＭｂ忽uDlzFjm"＆l2Julil921.）
00Ｗ繭e"”Ｍｂ懇FDにeif”ｇ２ａＮｏｖ､1921.
0DMinnaLachs，ＷｉＺ、碗SMI“s#。〃ｚ脚戒cA,wie､/MUnchen/Ziirichl986,Ｓ､107．
シフマンは旧姓｡シフマンー家は,難民であってもこの｢経済的に比較的豊かな人々」
に属したが，父は国籍選択権によってオーストリア国籍を取得している。「私の父は，
オーストリア国籍を最初に選択取得した人々のうちの１人であった。彼の申舗は，全
くよい時に，承認されたのである。彼は大満足で，目下無国籍者であった者をオース
トリア国民に変えた薄茶色の本鰯柾明書を私たちに見せた(ibid.,Ｓ113)｡」「よい時」
とは，ヴァーパーが内務大臣に就任する以前，という意味であろう。
ウィーン学派の高名な経済学者，故エーデュアルト・メルツ教授の父シュメルル・
メルツ氏の一家もまた，ガリツイアに本籍権をもつ典型的なユダヤ人戦争難民であっ
たが，サン・ジェルマン条約第80条によってオーストリア国籍を取得した。シュメル
ル・メルツ氏は1873年東ガリツイアのプローデイの生まれであり，メルツ教授は1908
年レムベルクで生まれている｡第１次世界大戦の開始後,時計組立工場の経営者であっ
たシュメルル・メルツ氏は入隊し,一家はレムペルクからブダペストを経由してウイー
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ンに避難した。筆者の手もとには，シュメルル・メルツ氏の孫娘にあたる婦人からい
ただいた，内務省発行のメルツ氏にたし､するオーストリア国籍承認書の写しがある。
承認綴にはメルツ氏と家族全員の氏名が記され,一家のオーストリア国籍取得がサン・
ジェルマン条約第80条にもとづくことが明記されている。日付は1920年10月６日であ
る｡オーストリアとナチス・ドイツの合邦後,シュメルル・メルツ氏夫妻はパレスティ
ナヘメルツ教授の一家はアメリカへ亡命した。
U’1923年の人口統計によれば,オーストリアの総ユダヤ人口は220,208人で,そのうち
201,513人がウィーンに集中した｡ﾉ”jSchesルカγＯ脚ｃｈ”ずOsjeD命し惣允力,hrsg・vonLabel
Taubesu・ChajimBloch,Wienl932,S7f
OJ1924年３月５日付けでウィーン警察が作成した外国人退去令の成果に関する報告書
（ＡｄＲ,Inneres/Justiz,ＢＫＡ/Inne1℃s,Allgemein，Ｚ1.153245/1925)は,1921年当
時の状況について次のように述べる。国籍選択申謂が受理されそうもないと見てとっ
た者たちは，オーストリアのいずれかの市町村で，特にウィーン市で本籍横を取得し
ようとした。なぜならウィーン市は本籍権の付与に関して，好意的に対応しているか
らである。すなわち外国人退去令とウィーン市の態度とのあいだには，「はなはだしい
亀裂」があるといわざるをえない。
UOLeoGoldhammer,ＤねノiddbD2W7c"ｓＥｉ"ｃｓｊａｆｉｓﾉﾌﾞｓｃＡｅＳｊ"dfbBWien/Leipzig
l927,S12fl920年から1925年までにウィーンから他国へ本籍梅を移動した者は,ユ
ダヤ人316人，非ユダヤ人5,350人である。その移動先はほとんどチェコスロヴァキア
であり，たとえば1923年の1,320人についてみると，85.5パーセントを占める。ポーラ
ンドは1.9パーセントにすぎない。
u51Dezotscﾉ1.s！eか種chjSchenz摩szcjf3ｲ噂l0Dez、1924．
UOBrunoFrei,ﾉiitjiScAesE"。ｉ〃Ｗｉ`鋤Wien/Berlinl920,Ｓ､89ｆフライは｢ウィー
ンのユダヤ人の貧困」の他にも，1921年に同じく写真入りで，「ウィーンの貧困」(Ｄａｓ
Ｅ化ｊＴｄＷ７ｂ"sbWien/Leipzigl921)を出版している。ウィーン警察本部の文轡館には，
フライの後者の冊子に関して，ウィーン轡察が1921年６月１日付けでウィーンのアル
ゼンチン共和国大使館宛てに送付した文審が残されている。そこで警察は，フライが
共産党系の雑誌や新聞で文筆活励を行っていることを伝え，この冊子で明らかにされ
たウィーンの窮状は否定しないものの，フライの意図は，社会秩序の暴力的転擾を目
指す共産主義の宣伝であるとする。それゆえ，外国にたいしてオーストリアの窮状を
伝えることは必要だが，このような冊子が流布されるのは望ましくないとする。
（BundespolizeidirektionWien,Archiv,SchoberArchiv,1919-1921,PrmV-1685.）
qnFrei，ａ・a､0.,ｓ40．
ｍＩＳｆｅ"ﾛgｿ1ＺｐｈｊＳｃｈｅＰｍ２ｏﾉｾo叱火γ，”"ISDﾉiscﾉbelzjVtzjjo"αﾊﾉe海zz腕腕ﾉ2.廼威γ
、αｲfsch6isle純jc〃１９１８〃'2．19191ｓ､176.
09ＩＤ)?s”施稻DPgP2(jmb./Ｗｊｅｊｌｚｄ"9F〃”γisねe/"応Che〃Ｋ"""Sge碗ej"deWYe",Ｎｒ、
１（Sept､1930),Ｓ､31931年の報告によれば,ウィーンのユダヤ人ゲマインデが保護
の対象としている児童は5,064人であったが，このうちウィーンに本籍権をもつ者は，
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半数以下の2,100人にすぎない。「本籍樋のない者には国家による援助もⅢ市による援
助も与えられないのだ。だがこれら本籍椎のない子供たちは，すでにほとんどみな，
ウィーンで生まれたのである｡」（ibid.,Ｎｒ､３０unil931),Ｓ4.）
GUIibid,Ｎr61,ｓ.２und、４ｆ
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